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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電力伝送モードにあるとき電力伝送電磁信号を供給する電力伝送コイルを含む電力送信
機から電磁負荷への電力伝送をサポートするためのデバイスであって、前記デバイスは、
第１の表面区域と第２の表面区域とを有し、前記デバイスは、
　インダクタ及びキャパシタを含む共振回路であって、前記インダクタが、前記第１の表
面区域を通して前記電力送信機に結合し、前記第２の表面区域を通して前記電磁負荷に結
合し、前記共振回路が、前記電力伝送電磁信号のエネルギーを前記第１の表面区域から前
記第２の表面区域の方に集中させる、共振回路を含む、
　デバイスにおいて、前記デバイスは、
　メッセージを前記電力送信機と交換するコミュニケータであって、前記電力送信機が前
記電磁負荷へ電力伝送を行ってないときに前記デバイスが前記電磁負荷の存在を検出する
上で必要な電力を前記共振回路へ供給する電力伝送信号である測定電磁信号を生成させる
という前記電力送信機への要求を含む要求メッセージを前記電力送信機に送信する、コミ
ュニケータと、
　前記測定電磁信号から抽出される電力の量を示す負荷指標を決定する負荷指標プロセッ
サと、
　前記負荷指標に応じて前記電磁負荷の存在を検出する検出器と、
　前記電磁負荷の存在の前記検出に応じて、前記電力送信機から前記電磁負荷への電力伝
送動作を制御するためのコントローラとを含むことを特徴とする、



(2) JP 6731058 B2 2020.7.29

10

20

30

40

50

　デバイス。
【請求項２】
　電力伝送制御メッセージを前記電力送信機と交換することによって前記電力送信機の電
力伝送動作を制御する電力伝送コントローラをさらに含み、前記電力伝送制御メッセージ
の内容は前記電磁負荷の存在の検出に依存する、請求項１に記載のデバイス。
【請求項３】
　電力伝送制御メッセージを前記電力送信機に送信することによって前記電力伝送電磁信
号の電力レベルを制御する電力伝送コントローラをさらに含む、請求項１に記載のデバイ
ス。
【請求項４】
　第２の表面の温度指標を決定するための温度センサをさらに含み、前記電力伝送コント
ローラは、前記温度指標に応じて前記電力伝送制御メッセージを生成する、請求項３に記
載のデバイス。
【請求項５】
　電磁信号の存在の検出に応じて、電力伝送制御メッセージを前記電力送信機と交換する
ことによって前記電力送信機から前記電磁負荷への電力伝送を初期化する電力伝送コント
ローラをさらに含む、請求項１に記載のデバイス。
【請求項６】
　前記電磁負荷が存在することを前記負荷指標が示していないと前記検出器が決定したこ
とに応じて、電力伝送終了メッセージを前記電力送信機に送信すること及び前記電力送信
機のための電力伝送制御メッセージを抑制することの少なくとも一方によって、電力伝送
動作を終了する電力伝送コントローラをさらに含む、請求項１に記載のデバイス。
【請求項７】
　前記デバイスを少なくとも部分的に起動するために、前記電力送信機によって生成され
た電磁信号から電力を抽出する電力抽出器をさらに含み、前記デバイスが少なくとも部分
的に起動することに応じて、前記コミュニケータが前記電力送信機に前記要求メッセージ
を送信する、請求項１に記載のデバイス。
【請求項８】
　前記コミュニケータは、前記電力送信機によって決定された前記測定電磁信号から抽出
された電力の量を示す負荷データを含む前記電力送信機からの負荷メッセージを受信し、
前記負荷指標プロセッサは、前記負荷データに応じて前記負荷指標を決定する、請求項１
に記載のデバイス。
【請求項９】
　前記検出器は、前記負荷指標と前記電磁負荷が存在しなかった以前の負荷指標との比較
に応じて前記電磁負荷が存在するかどうかを検出する、請求項１に記載のデバイス。
【請求項１０】
　請求項１乃至９の何れか一項に記載のデバイスを介して電磁負荷にワイヤレス電力を供
給する電力送信機であって、前記電力送信機は、
　容量性インピーダンスと誘導性インピーダンスとを含む共振回路であって、前記誘導性
インピーダンスが、電力を前記電磁負荷にワイヤレスで伝送するための電力伝送電磁信号
を生成する送信機コイルを含む、共振回路と、
　前記共振回路のための駆動信号を生成するドライバと、
　メッセージを前記デバイスと通信するメッセージコミュニケータと、
　前記測定電磁信号を生成させるという前記電力送信機への要求を含む前記デバイスから
受信した要求メッセージを検出するメッセージプロセッサと、
　前記要求メッセージの検出に応じて前記測定電磁信号を生成するための電磁信号発生器
とを含む、
　電力送信機。
【請求項１１】
　前記電力送信機は、測定電磁信号用コイルをさらに含み、前記電磁信号発生器は、前記
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測定電磁信号用コイルを使用して前記電力伝送電磁信号の周波数帯と異なる周波数帯にお
いて前記測定電磁信号を生成する、請求項１０に記載の電力送信機。
【請求項１２】
　前記電磁信号発生器は、以前に生成された測定電磁信号と同じ周波数及び／又は電力レ
ベルを有する前記測定電磁信号を生成する、請求項１１に記載の電力送信機。
【請求項１３】
　デバイスと、前記デバイスを介して電磁負荷にワイヤレス電力を供給する電力送信機と
を含むワイヤレス電力伝送システムであって、
　前記電力送信機は、
　容量性インピーダンスと誘導性インピーダンスとを含む共振回路であって、前記誘導性
インピーダンスが、電力を前記電磁負荷にワイヤレスで伝送するための電力伝送電磁信号
を生成する送信機コイルを含む、共振回路と、
　前記共振回路のための駆動信号を生成するドライバと、
　メッセージを前記デバイスと通信するメッセージコミュニケータと、
　前記電力送信機が前記電磁負荷へ電力伝送を行ってないときに前記デバイスが前記電磁
負荷の存在を検出する上で必要な電力を前記共振回路へ供給する電力伝送信号である測定
電磁信号を生成させるという前記電力送信機への要求を含む前記デバイスから受信した要
求メッセージを検出するメッセージプロセッサと、
　前記要求メッセージの検出に応じて前記測定電磁信号を生成するための電磁信号発生器
とを含み、
　前記デバイスは、第１の表面区域と第２の表面区域とを有し、前記デバイスは、
　インダクタ及びキャパシタを含む共振回路であって、前記インダクタが、前記第１の表
面区域を通して前記電力送信機に結合し、前記第２の表面区域を通して前記電磁負荷に結
合し、前記共振回路が、前記電力伝送電磁信号のエネルギーを前記第１の表面区域から前
記第２の表面区域の方に集中させる、共振回路を含む、
　ワイヤレス電力伝送システムにおいて、前記デバイスは、
　メッセージを前記電力送信機と交換するコミュニケータであって、前記測定電磁信号を
生成させるという前記電力送信機への前記要求を含む前記要求メッセージを前記電力送信
機に送信する、コミュニケータと、
　前記測定電磁信号から抽出される電力の量を示す負荷指標を決定する負荷指標プロセッ
サと、
　前記負荷指標に応じて前記電磁負荷の存在を検出する検出器と、
　前記電磁負荷の存在の前記検出に応じて、前記電力送信機から前記電磁負荷への電力伝
送動作を制御するためのコントローラとを含むことを特徴とする、
ワイヤレス電力伝送システム。
【請求項１４】
　電力伝送モードにあるとき電力伝送電磁信号を供給する電力伝送コイルを含む電力送信
機から電磁負荷への電力伝送をデバイスがサポートするための方法であって、前記デバイ
スは、第１の表面区域と第２の表面区域とを有し、前記デバイスは、インダクタとキャパ
シタとを含む共振回路であって、前記インダクタが、前記第１の表面区域を通して前記電
力送信機に結合し、前記第２の表面区域を通して前記電磁負荷に結合し、前記共振回路が
、前記電力伝送電磁信号のエネルギーを前記第１の表面区域から前記第２の表面区域の方
に集中させる、共振回路を含む、方法において、前記方法は、
　前記デバイスが、前記電力送信機が前記電磁負荷へ電力伝送を行ってないときに前記デ
バイスが前記電磁負荷の存在を検出する上で必要な電力を前記共振回路へ供給する電力伝
送信号である測定電磁信号を生成させるという前記電力送信機への要求を含む要求メッセ
ージを前記電力送信機に送信することを含む、メッセージを前記電力送信機と交換するス
テップと、
　前記デバイスが、前記測定電磁信号から抽出される電力の量を示す負荷指標を決定する
ステップと、
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　前記デバイスが、前記負荷指標に応じて前記電磁負荷の存在を検出するステップと、
　前記デバイスが、前記電磁負荷の存在の前記検出に応じて、前記電力送信機から前記電
磁負荷への電力伝送動作を制御するステップとをさらに有することを特徴とする、
　方法。
【請求項１５】
　請求項１乃至９の何れか一項に記載のデバイスを介して電磁負荷にワイヤレス電力を供
給する電力送信機を動作させる方法であって、前記電力送信機が、容量性インピーダンス
と誘導性インピーダンスとを含む共振回路を含み、前記誘導性インピーダンスが、電力を
前記電磁負荷にワイヤレスで伝送するための電力伝送電磁信号を生成する送信機コイルを
含み、前記方法は、
　前記共振回路のための駆動信号を生成するステップと、
　メッセージを前記デバイスと通信するステップと、
　前記測定電磁信号を生成させるという前記電力送信機への要求を含む前記デバイスから
受信した要求メッセージを検出するステップと、
　前記要求メッセージの検出に応じて前記測定電磁信号を生成するステップとを有する、
　方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ワイヤレス電力伝送に関し、特に、限定はしないが、加熱機器のためのワイ
ヤレス電力伝送に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ほとんどの今日の電気システム及びデバイスは、外部電源から電力を供給するのに専用
の電気接点を必要とする。しかしながら、これは、非実用的になりやすく、ユーザがコネ
クタを物理的に挿入するか、さもなければ物理的な電気接触を確立することを必要とする
。一般に、電力要件も著しく異なっており、現在、ほとんどのデバイスはそれ自体の専用
電源を備えており、それにより、一般的なユーザは、各電源が特定のデバイスに専用であ
る多数の異なる電源を有することになる。内蔵バッテリを使用すると、使用時に電源に有
線接続する必要がなくなるが、これは、バッテリが充電（又は交換）を必要とするので部
分的な解決策しか与えない。バッテリを使用すると、さらに、デバイスの重量と、ことに
よるとコスト及びサイズとが大幅に増加する。
【０００３】
　著しく改善されたユーザ経験を提供するために、ワイヤレス電源を使用することが提案
されており、電力は、電力送信機デバイスの送信機コイルから個々のデバイスの受信機コ
イルに誘導的に伝送される。
【０００４】
　磁気誘導を介した電力伝送は、よく知られた概念であり、主として、一次送信機コイル
と二次受信機コイルとの間に密結合を有する変圧器に適用されている。２つのデバイス間
で一次送信機コイルと二次受信機コイルとを分離することによって、これらの間のワイヤ
レス電力伝送が、疎結合変圧器の原理に基づいて可能になる。
【０００５】
　そのような構成により、デバイスへのワイヤレス電力伝送が、電線又は物理的電気接続
を必要とすることなく行われる。実際、そのような構成により、デバイスは、外部から充
電又は電力供給されるように送信機コイルに隣接して又は送信機コイルの上に置かれるだ
けでよいことになる。例えば、電力送信機デバイスは、電力を供給するためにデバイスを
簡単に置くことができる水平面を設けられる。
【０００６】
　さらに、そのようなワイヤレス電力伝送構成は、有利には、電力送信機デバイスが多様
な電力受信機デバイスとともに使用されるように設計される。特に、Ｑｉ仕様として知ら
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れるワイヤレス電力伝送手法が規定されており、現在さらに開発されている。この手法に
より、Ｑｉ仕様を満たす電力送信機デバイスは、同様にＱｉ仕様を満たす電力受信機デバ
イスとともに使用することができ、これらのデバイスは、同じ製造業者からのものである
必要がなく、又は互いに専用である必要がない。Ｑｉ仕様は、動作を特定の電力受信機デ
バイス（例えば、特定の電力ドレインに依存する）に適応させることができるいくつかの
機能をさらに含む。
【０００７】
　Ｑｉ仕様はワイヤレスパワーコンソーシアムによって開発されており、より多くの情報
は、例えば、そのウェブサイト、ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｗｉｒｅｌｅｓｓｐｏｗｅｒｃ
ｏｎｓｏｒｔｉｕｍ．ｃｏｍ／ｉｎｄｅｘ．ｈｔｍｌで見いだすことができ、そのウェブ
サイトで、特に、規定された仕様書を見いだすことができる。
【０００８】
　電力送信機及び電力受信機の相互動作及び相互運用性をサポートするために、これらの
デバイスが互いに通信することが好ましい、すなわち、電力送信機と電力受信機との間の
通信がサポートされるならば、好ましくは、通信が両方向でサポートされるならば望まし
い。
【０００９】
　Ｑｉ仕様は、電力受信機から電力送信機への通信をサポートし、それによって、電力受
信機が情報を提供するのを可能にし、その情報により、電力送信機は特定の電力受信機に
適応できるようになる。現在の仕様では、電力受信機から電力送信機への一方向通信リン
クが規定されており、この手法は、電力受信機が制御要素であるという考え方に基づいて
いる。電力送信機と電力受信機との間の電力伝送を準備し制御するために、電力受信機は
、具体的には、情報を電力送信機に伝達する。
【００１０】
　Ｑｉ仕様は、ますます高い電力を必要とする用途をサポートするために開発されつつあ
る。例えば、この仕様は、数キロワットの電力を消費するデバイスで使用されることを意
図している。加えて、新しいワイヤレス電力伝送仕様及び標準が、そのようなより高い電
力用途に対処するために開発されつつある。
【００１１】
　例えば、ワイヤレス電力伝送は、例えば、やかん、ブレンダ、フードプロセッサなどの
ようなキッチン機器でますます使用されると予想される。特に、電力を様々な加熱デバイ
スに供給するためにワイヤレス電力伝送が想定される。例えば、この概念は、例えば、磁
気誘導によって加熱されるやかん及び鍋をサポートする調理用コンロで広く使用されると
予想される。
【００１２】
　一例として、図１は、加熱機器（鍋又はやかんなど）へのワイヤレス電力設備の例を示
す。
【００１３】
　この例では、電力供給装置は電力送信機１０１を含み、電力送信機１０１は、電源１０
３と、送信機コイル１０５と、電源１０３から電力を受け取り送信機コイル１０５のため
の駆動信号を生成するインバータ１０７とに再分割されるように示されている。送信機コ
イル１０５は、キッチン調理台１０９の近くに設置されるか、又はキッチン調理台１０９
内に統合される。やかんなどの加熱機器１１１は、調理台に配置され、加熱要素１１３を
含み、電力送信機１０１は、加熱要素の発熱をもたらす渦電流を誘導する。
【００１４】
　鍋又はやかんの底部は極めて高温になることがある。しかしながら、調理台は、そのよ
うな高温に耐えられない材料から製作されることがある。例えば、典型的なキッチン調理
台は、木材又は花崗岩などの材料から製作される。しかしながら、これらの材料は、耐熱
性が非常に低く、やかんの高温にさらされる場合ことによると損傷されることさえある。
【００１５】
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　実際、一般に、ますます高い電力レベルでのワイヤレス電力伝送（特に、電力伝送が加
熱電力消費デバイスをサポートする場合）の汎用性及びの用途の多様性の増大が、リスク
及び複雑さの増加につながっている。これは、特に、ワイヤレス電力伝送を使用するキッ
チンシナリオに該当するが、そのような用途に限定されない。
【００１６】
　そのような温度適用をサポートするために、ＷＯ２０１５０６２９４７Ａ１には、調理
台表面を保護することができる熱障壁を導入することが示唆されている。その熱障壁は、
機器の方に電場を集束させるための電力中継器を含み（追加の距離Ｚを補償するために）
、温度が閾値を超えて上昇する場合この電力中継器が磁場強度を減少させるように構成さ
れることによる温度過昇保護が含まれることがさらに示唆されている。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１７】
　しかしながら、そのような手法は、例えばキッチン機器のワイヤレス電力供給のための
改善されたサポートを提供するが、依然としていくつかの未解決の問題、課題、及び難題
がある。
【００１８】
　例えば、キッチン用のワイヤレス電力供給デバイス及び市場の電力送信機の受け入れは
、いわゆる卵が先か鶏が先かという問題に悩まされるが、その理由は、ワイヤレス電力供
給の新しい機器は、電力送信機の使用可能性及び設置を必要とし、電力送信機の設置は、
機器が使用可能である場合にのみ意味があるからである。それゆえに、ワイヤレス電力伝
送をサポートするための機器への要件を減少させることは有利である。実際、ワイヤレス
電力に向けて特別には開発されていない従来の機器を使用できるのは非常に魅力的である
。例えば、従来の鍋が（加熱要素に配置されることによる従来の加熱に加えて）、さらに
、電磁信号からのワイヤレス電力伝送によって電力を供給されるならば非常に望ましい。
ＷＯ２０１５０６２９４７Ａ１に記載されているような熱障壁は、多くの実用的な用途で
助けとなるが、すべてのシナリオにおいて最適であるとは限らない。例えば、いくつかの
シナリオでは、熱出力がより多くの機能を与えることは有利である。しかしながら、同時
に、例えば価格を低減し信頼性を向上させるために熱障壁の複雑さが低いことが望ましい
。
【００１９】
　それゆえに、改善されたワイヤレス電力伝送手法は有利であり、特に、汎用性の向上、
異なる用途及び使用シナリオのサポートの改善、追加又は強化された機能、容易なユーザ
操作、及び／又は性能の改善を可能にする手法は有利である。
【００２０】
　それゆえに、本発明は、好ましくは、上記の欠点の１つ又は複数を単独で又は任意の組
合せで緩和、軽減、又は除去しようとする。
【課題を解決するための手段】
【００２１】
　本発明の一態様によれば、電力伝送モードにあるとき電力伝送電磁信号を供給する電力
伝送コイルを含む電力送信機から電磁負荷への電力伝送をサポートするためのデバイスが
提供され、デバイスが、第１の表面区域と第２の表面区域とを有し、インダクタ及びキャ
パシタを含む共振回路であって、インダクタが、第１の表面区域を通して電力送信機に結
合し、第２の表面区域を通して電磁負荷に結合するように構成され、共振回路が、電力伝
送電磁信号のエネルギーを第１の表面区域から第２の表面区域の方に集中させるように構
成される、共振回路と、メッセージを電力送信機と交換するコミュニケータであって、測
定電磁信号を生成させるという電力送信機への要求を含む要求メッセージを電力送信機に
送信するように構成される、コミュニケータと、測定電磁信号のローディングを示す負荷
指標を決定する負荷指標プロセッサと、負荷指標に応じて電磁負荷の存在を検出する検出
器とを含む。



(7) JP 6731058 B2 2020.7.29

10

20

30

40

50

【００２２】
　本発明は、電力送信機からの電力伝送のために、電磁負荷が存在するかどうかを中間デ
バイスが検出するための効果的なそして多くの実施形態において非常に実用的な手法を提
供する。この手法は、電磁負荷が存在するか否かに依存にしてデバイスが動作を適応させ
ることを可能にする。中間デバイスは、電磁負荷の存在の検出に応じて、ワイヤレス電力
伝送システム、特に中間デバイスの動作を適応させるコントローラを含む。多くの実施形
態において、中間デバイスは、電磁負荷の存在の検出に応じて電力伝送動作を適応させる
ように構成される。具体的には、中間デバイスは、電磁負荷の存在の検出に応じて電力伝
送を開始するように構成される。
【００２３】
　具体的には、この手法は、多くのシステムにおいて、デバイスが、電力送信機から電磁
負荷への電力伝送を初期化し、及び／又は制御するのを可能にし、実際、いくつかの実施
形態において、電力送信機と対話する機能を有していない電磁負荷への電力伝送を可能に
する。いくつかの実施形態では、デバイスは、例えば従来の鍋などの従来の加熱プレート
への電力伝送さえ可能にする。
【００２４】
　本発明は、そのような動作を容易にし、可能にし、及び／又はサポートし、一方、複雑
さの低いデバイスを可能にする。特に、この手法により、多くの実施形態において、デバ
イスが、電力送信機によって供給される電力以外の追加の電力を必要としないことが可能
になる。例えば、デバイスは、バッテリにプラグ接続すること又はバッテリを含むことを
必要としない三脚台又はコースターとして実施される。この手法は、多くの実施形態にお
いて、測定電磁信号が、電力送信機によって生成され、したがって、一般に高い信号強度
で生成されるので、信頼性の高い検出を可能にする。
【００２５】
　本発明は、ワイヤレス電力伝送のさらなる多様な異なる使用シナリオに対して汎用性及
びサポートの向上を可能にする。例えば、本発明は、例えばキッチン使用シナリオのため
のサポートの改善を提供する。
【００２６】
　デバイスは、具体的には、熱障壁であり、電磁負荷の高温から電力送信機を保護する。
デバイスは、例えば、ワイヤレス電力伝送によって加熱される電磁負荷が、不十分な熱保
護に関連するワイヤレス電力送信機とともに使用されるのを可能にし、一方、同時に効率
的な電力伝送を保証する。
【００２７】
　共振回路は、第２の表面区域の磁束密度を増加させる（電力中継器、すなわち共振回路
が存在しない場合の磁束密度と比較して）ように構成されることによって、電力伝送電磁
信号のエネルギー／電力を第１の表面区域から第２の表面区域の方に集中させるように構
成された電力中継器として動作する。共振回路は、デバイスが、例えば、電力送信機と電
磁負荷との間に挿入されるのを可能にし、一方、依然として強い磁場が電磁負荷に供給さ
れるのを可能にする。例えば、従来の熱障壁を使用すると、ほとんどのシナリオにおいて
、電力送信機の送信コイルと電磁負荷の間の距離の増加と結合の低下のために、電力伝送
性能が大幅に劣化することになる。しかしながら、デバイスは、例えば、送信コイルと電
磁負荷との間の距離の増加を可能にすることによって効率的な熱保護を行い、一方、依然
として、送信コイルと電磁負荷との間の効率的で効果的な結合を保証する。特に、共振回
路は、増加した磁束が電磁負荷を通過する、すなわち、磁束密度が増加するように磁場を
集中させる。共振回路は、第２の電磁信号からの磁力線を第２の表面区域の方に誘導する
、バイアスをかける、又は移動させることによってエネルギーを第２の表面区域の方に集
中させる。共振回路は、磁気レンズとして効果的に機能する。具体的には、共振回路は、
第２の表面区域／電磁負荷を通る磁束を増加させるように電力送信機からの磁場を変形さ
せる。それにより、共振回路は、第２の表面区域の磁束密度を増加させる。
【００２８】
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　第１の表面区域と第２の表面区域とは、デバイスの反対の（場合によっては実質的に平
行な）表面上にある。
【００２９】
　第１の表面区域は、具体的には、電力送信機を受け取るように構成されることによって
電力送信機に結合するように構成される。第１の表面区域は、電力送信機の表面に接触す
る、付着する、接続する、若しくは載るように構成されるか、又は電力送信機が配置され
るか若しくは電力送信機に配置される表面区域を提供する。
【００３０】
　第２の表面区域は、具体的には、電磁負荷を受け取るように構成されることによって電
磁負荷に結合するように構成される。第２の表面区域は、電磁負荷の表面に接触する、付
着する、接続する、若しくは載るように構成されるか、又は電磁負荷が配置される表面区
域若しくは電力送信機が配置される表面区域を提供する。
【００３１】
　電磁負荷は、電力伝送電磁信号から電力を抽出するエンティティである。電磁負荷は、
具体的には、潜在的に（少なくとも部分的に）電力送信機と対話する機能がない電力受信
機である。電磁負荷は、電力伝送電磁信号のローディングを行う。このようにして、電力
は、電力伝送電磁信号によって、電気エネルギーへの中間変換なしに電力送信機から電磁
負荷に直接伝送される。電磁負荷は、電力伝送信号によって生成される磁場に負荷をかけ
る。こうして、電力伝送磁場／信号は、電流を電磁負荷に誘導させ、それにより、電力が
電磁負荷によって磁場から抽出されることになる。
【００３２】
　電磁負荷は、いくつかの実施形態では、導電性要素、具体的には導電性加熱要素を含む
か又はそれに存する。具体的には、電力は、電力伝送電磁信号が電磁負荷の導電性要素に
渦電流を引き起こすことによって受け取られる。電磁負荷は、多くの実施形態において、
例えば、鍋、やかん、ポット、又は同様のキッチン加熱機器の加熱プレートである。
【００３３】
　デバイスは、電磁負荷の存在の検出に応じて動作を適応させるように構成される。特に
、デバイスは、電磁負荷の存在の検出に応じて電力伝送動作を初期化するように構成され
たイニシエータを含む。初期化は、例えば、電力送信機からの電力伝送動作を初期化する
ために電力送信機に１つ又は複数のメッセージを送信することを含む。デバイスは、電磁
負荷の存在の検出に応じて電力送信機に１つ又は複数のメッセージを送信するように構成
される。電力送信機とのメッセージ交換は、電磁負荷の存在の検出に依存する。
【００３４】
　測定電磁信号のローディングは、抽出された電力である。負荷指標は、測定電磁信号か
ら抽出される電力を示す。負荷指標は、ローディングの直接的な測定値として決定される
か、又は、間接的に、電磁信号のローディングに依存する尺度として決定される。例えば
、負荷指標は、デバイスの共振回路又は電力送信機の共振回路のインピーダンスを反映す
る。
【００３５】
　インダクタは、デバイスが使用中であり電磁負荷が存在する場合、第１の表面区域を通
って電力送信機に及び第２の表面区域を通って電磁負荷に結合するように構成される。
【００３６】
　本発明のオプションの特徴によれば、デバイスは、電力伝送制御メッセージを電力送信
機と交換することによって電力送信機の電力伝送動作を制御するように構成された電力伝
送コントローラをさらに含み、電力伝送制御メッセージの交換の特性は電磁負荷の存在の
検出に依存する。
【００３７】
　デバイスは、具体的には、電磁負荷への電力伝送を制御する電力制御機能を制御する。
これは、多くの実施形態において、従来のキッチン加熱機器などの従来のデバイスがその
ような伝送のための制御機能を有していないか又は十分な機能を有していないにもかかわ
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らず、そのデバイスがワイヤレス電力送信機とともに使用されるのを可能にする。実際に
は、必要な制御機能が中間デバイスに含まれることによって、制御機能のない電磁負荷を
使用することができる。例えば、電力送信機と相互動作して電力伝送を行うために電力受
信機が必要とするすべての制御機能を三脚台が含む状態で、従来の鍋を使用することがで
きる。
【００３８】
　しかしながら、そのようなシナリオのための制御機能及びメッセージ交換の大部分は、
対応する仕様（例えば、Ｑｉ仕様）に従う一般的な電力受信機の仕様及び原理に従うが、
その構成は、デバイスが、電磁負荷がないモードと電磁負荷があるモードの両方で動作す
る必要があることによって複雑さが増す。それゆえに、現在の手法は、電磁負荷が存在す
るかどうかの信頼性の高い検出を可能にし（一方、低い複雑さを可能にし、他の電力供給
を必ずしも必要とせず）、それによって、これに応じてデバイスが電力制御動作を適応さ
せることができる。特に、それにより、デバイスは、異なる動作モードの間を切り換える
ことができる。具体的には、デバイスは、電磁負荷の存在が検出されているか否かに応じ
てアクティブ電力伝送モードと非電力伝送モードとの間を切り換える。次いで、その結果
、それぞれ非アクティブモード及びアクティブ電力伝送モードに関連するメッセージ交換
（又はメッセージ交換なし）が、適応される。
【００３９】
　電力伝送コントローラは、電磁負荷の存在が検出されているか否かに応じてメッセージ
交換を変更するか又は適応させるように構成される。
【００４０】
　いくつかの実施形態では、電磁負荷は、電力送信機と通信するための機能を含まない取
外し可能なデバイスの一部である。いくつかの実施形態では、電磁負荷は、ワイヤレス電
力送信機からの電力伝送を制御する能力がない。したがって、いくつかの実施形態では、
電力送信機から電磁負荷への電力伝送は、デバイス（及び電力送信機）によって完全に制
御される。
【００４１】
　本発明のオプションの特徴によれば、デバイスは、電力制御メッセージを電力送信機に
送信することによって電力伝送電磁信号の電力レベルを制御するように構成された電力伝
送コントローラをさらに含む。
【００４２】
　デバイスは、多くの実施形態では、電磁負荷に供給される電力の電力レベルを制御する
ことができる。具体的には、電力伝送コントローラは、電力伝送フェーズ中に電力制御メ
ッセージを電力送信機に送信することによって電力伝送電磁信号の電力レベルを制御する
ように構成される。
【００４３】
　本発明のオプションの特徴によれば、デバイスは、第２の表面の温度指標を決定するた
めの温度センサをさらに含み、電力伝送コントローラは、温度指標に応じて電力制御メッ
セージを生成するように構成される。
【００４４】
　デバイスは、例えば加熱要素へのワイヤレス電力伝送を可能にするか又は容易にし、一
方、この電力伝送を、所望の加熱効果を与えるように制御することができる。例えば、こ
の手法により、従来の鍋は、ワイヤレス電力送信機から供給された電力によって所望の温
度まで熱くなることができる。
【００４５】
　例えば、加熱プレートは、電力伝送信号によって電力を供給され、温度は、電力受信機
から電力送信機への電力制御ループによって制御される。
【００４６】
　温度インジケータは、測定された温度を示す値であり、その結果、値の増加は温度の上
昇を示す。温度センサは、温度指標が、電磁負荷の要素の温度を示す、具体的には、電力
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伝送電磁信号によって加熱された加熱要素の温度を示すように配置される。温度センサは
、例えば、使用時に電磁負荷の要素が接触する表面である第２の表面の近くに配置される
。
【００４７】
　本発明のオプションの特徴によれば、デバイスは、電磁信号の存在の検出に応じて、電
力伝送制御メッセージを電力送信機と交換することによって電力伝送フェーズを初期化す
るように構成された電力伝送コントローラをさらに含む。
【００４８】
　これは、効率的な動作を提供し、その上、デバイスの複雑さを低くすることができる。
この手法は、特に、多くのシナリオにおいて、デバイスが、電力送信機以外の他の手段か
ら供給される電力を必要としないようにすることができる、すなわち、この手法は、デバ
イスが、電気的に電力を供給されるか又はバッテリを含む必要性を除くことができる。デ
バイスは、少なくとも電力伝送コントローラに電力を供給するために電磁信号から電力を
抽出するように構成される。
【００４９】
　電力伝送コントローラは、例えば、電力伝送要求メッセージ、又は電力送信機からの問
合せへの応答メッセージなどの１つ又は複数の電力伝送初期化メッセージを電力送信機に
送信する、例えば電力伝送パラメータ情報を電力送信機に供給することによって、電力伝
送動作を初期化する。
【００５０】
　電磁信号は、具体的には、電力伝送電磁信号、又は電力送信機による通信のために供給
される通信電磁信号（例えば、デバイスによる負荷変調のための通信キャリア）である。
【００５１】
　本発明のオプションの特徴によれば、デバイスは、電磁負荷が存在することを負荷指標
が示していないと検出器が決定したことに応じて、電力伝送終了メッセージを電力送信機
に送信すること及び電力送信機のための電力伝送制御メッセージを抑制することの少なく
とも一方によって、電力伝送動作を終了するように構成された電力伝送コントローラをさ
らに含む。
【００５２】
　これは、効果的な動作を提供し、特に、電磁負荷が存在しないときに強い磁場が生成さ
れるリスクを低減し、したがって、それは、例えば、外部物体の意図していない加熱のリ
スクを低減する。
【００５３】
　いくつかの実施形態では、デバイスは、測定電磁信号の特性の測定値に応じて負荷指標
を生成するための測定ユニットをさらに含み、検出器は、負荷指標と基準値の比較に応じ
て電磁負荷が存在するか否かを決定するように構成される。
【００５４】
　これは、多くの実施形態において効率的な動作を提供し、具体的には、電力送信機への
変更の要求を減少させ、それによって、後方互換性の強化を行う。多くの実施形態におい
て、この手法は、負荷指標のより速い決定、したがって、電磁負荷の存在のより速い検出
を可能にする。
【００５５】
　いくつかの実施形態では、デバイスは、実質的に、自律的に及び独立に、測定電磁信号
のローディングを反映する特性の測定値に基づいて電磁負荷が存在するかどうかを検出す
る。
【００５６】
　基準値は、測定電磁信号の以前の供給から決定された値であってもよい。測定電磁信号
は、以前の測定電磁信号と実質的に同じ特性を有するように電力送信機によって生成され
る。いくつかの実施形態では、基準値は所定の値であってもよい。例えば、電力送信機は
、同じ所定の特性を有する測定電磁信号を常に生成するように構成される。
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【００５７】
　いくつかの実施形態では、負荷プロセッサは、電力中継器の動作の特性に応じて負荷指
標を生成するように構成される。
【００５８】
　本発明のオプションの特徴によれば、デバイスは、デバイスを少なくとも部分的にパワ
ーアップするために、電力送信機によって生成された電磁信号から電力を抽出するように
構成された電力抽出器をさらに含み、コミュニケータは、パワーアップすることの一部と
して電力送信機に要求メッセージを送信するように構成される。
【００５９】
　これは、効率的な動作を提供し、その上、デバイスの複雑さを低くすることができる。
この手法は、特に、多くのシナリオにおいて、デバイスが、電力送信機以外の他の手段か
ら供給される電力を必要としないようにすることができる、すなわち、この手法は、デバ
イスが電気的に電力を供給されるか又はバッテリを含む必要性を除く。
【００６０】
　いくつかの実施形態では、デバイスは、ユーザ入力を受信するユーザインタフェースと
、電磁負荷の存在を検出するための基準、及び電磁負荷が存在するかどうかを示すユーザ
入力を受信したことに応じた負荷指標の決定の少なくとも一方の較正を初期化するように
構成された較正器とをさらに含む。
【００６１】
　これは、多くの実施形態において、動作を容易にし、及び／又は改善する。特に、それ
は、多くの用途において、より信頼性の高い及び／又は正確な検出を提供する。
【００６２】
　本発明のオプションの特徴によれば、コミュニケータは、電力送信機によって決定され
た測定電磁信号のローディングを示す負荷データを含む電力送信機からの負荷メッセージ
を受信するように構成され、負荷指標プロセッサは、負荷データに応じて負荷指標を決定
するように構成される。
【００６３】
　これは、多くの実施形態において、動作及び／又は実施を容易にする。特に、それは、
多くの実施形態において、デバイスの複雑さを低減させる。
【００６４】
　本発明のオプションの特徴によれば、検出器は、負荷指標と以前の負荷指標の比較に応
じて電磁負荷が存在するかどうかを検出するように構成される。
【００６５】
　これは、多くの実施形態において、動作を容易にし、及び／又は改善する。特に、それ
は、多くの用途において、より信頼性の高い及び／又は正確な検出を提供する。
【００６６】
　本発明の一態様によれば、中間デバイスを介して電磁負荷にワイヤレス電力を供給する
電力送信機が提供され、電力送信機は、容量性インピーダンスと誘導性インピーダンスと
を含む共振回路であって、誘導性インピーダンスが、電力を電磁負荷にワイヤレスで伝送
するための電力伝送電磁信号を生成する送信機コイルを含む、共振回路と、共振回路のた
めの駆動信号を生成するドライバと、メッセージを中間デバイスと通信するメッセージコ
ミュニケータと、測定電磁信号を生成させるという電力送信機への要求を含む中間デバイ
スから受信した要求メッセージを検出するメッセージプロセッサと、要求メッセージの検
出に応じて測定電磁信号を生成するための電磁信号発生器とを含む。
【００６７】
　電力送信機は、前述のように電力伝送動作又は実施を改善し、及び／又は容易にするの
を可能にする。
【００６８】
　いくつかの実施形態では、電磁信号発生器は、電力伝送電磁信号を生成するための共振
回路を駆動することによって測定電磁信号を生成するように構成される。
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【００６９】
　これは、多くの実施形態において、性能を改善し、及び／又は実施を容易にする。例え
ば、それは、測定電磁信号の供給を実施するために必要な回路を削減する。それは、多く
の実施形態において、複数の目的のために回路（例えば、送信機コイル）の再使用を拡大
することができる。
【００７０】
　本発明のオプションの特徴によれば、電力送信機は測定コイルをさらに含み、電磁信号
発生器は、測定コイルを使用して電力伝送電磁信号の周波数帯と異なる周波数帯において
測定電磁信号を生成するように構成される。
【００７１】
　これは、多くの実施形態において、性能を改善し、及び／又は実施を容易にする。いく
つかの実施形態において、それは、より正確な検出を可能にする。
【００７２】
　いくつかの実施形態では、電力送信機は、電力伝送電磁信号の周波数帯と異なる第１の
周波数帯を使用して中間デバイスと通信するための通信コイルを含み、電磁信号発生器は
、通信コイルを使用して第１の周波数帯の測定電磁信号を生成するように構成される。
【００７３】
　本発明のオプションの特徴によれば、電磁信号発生器は、以前に生成された測定電磁信
号に対応する特性を有する測定電磁信号を生成するように構成される。
【００７４】
　これは、多くの実施形態において、検出を容易にし、及び／又は改善する。
【００７５】
　いくつかの実施形態では、ワイヤレス電力伝送システムは、前述のようなデバイスと電
力送信機とを含む。
【００７６】
　本発明の一態様によれば、電力伝送モードにあるとき電力伝送電磁信号を供給する電力
伝送コイルを含む電力送信機から電磁負荷への電力伝送をデバイスがサポートするための
方法が提供され、デバイスが、第１の表面区域と第２の表面区域とを有し、インダクタと
キャパシタとを含む共振回路であって、インダクタが、第１の表面区域を通して電力送信
機に結合し、第２の表面区域を通して電磁負荷に結合し、共振回路が、電力伝送電磁信号
のエネルギーを第１の表面区域から第２の表面区域の方に集中させるように構成される、
共振回路を含み、この方法は、測定電磁信号を生成させるという電力送信機への要求を含
む要求メッセージを電力送信機に送信することを含む、メッセージを電力送信機と交換す
るステップと、測定電磁信号のローディングを示す負荷指標を決定するステップと、負荷
指標に応じて電磁負荷の存在を検出するステップとを有する。
【００７７】
　本発明の一態様によれば、中間デバイスを介して電磁負荷にワイヤレス電力を供給する
電力送信機を動作させる方法が提供され、電力送信機が、容量性インピーダンスと誘導性
インピーダンスとを含む共振回路を含み、誘導性インピーダンスが、電力を電磁負荷にワ
イヤレスで伝送するための電力伝送電磁信号を生成する送信機コイルを含み、この方法は
、共振回路のための駆動信号を生成するステップと、メッセージを中間デバイスと通信す
るステップと、測定電磁信号を生成させるという電力送信機への要求を含む中間デバイス
から受信した要求メッセージを検出するステップと、要求メッセージの検出に応じて測定
電磁信号を生成するステップとを有する。
【００７８】
　本発明のいくつかの実施形態によれば、中間デバイスを介した電力送信機から電磁負荷
への電力伝送をサポートするためのワイヤレス電力伝送システムが提供され、電力送信機
は、容量性インピーダンスと誘導性インピーダンスとを含む共振回路であって、誘導性イ
ンピーダンスが、電力を電磁負荷にワイヤレスで伝送するための電力伝送電磁信号を生成
する送信機コイルを含む、共振回路と、共振回路のための駆動信号を生成するドライバと
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、メッセージを中間デバイスと通信するメッセージコミュニケータと、測定電磁信号を生
成させるという電力送信機への要求を含む中間デバイスから受信した要求メッセージを検
出するメッセージプロセッサと、要求メッセージの検出に応じて測定電磁信号を生成する
電磁信号発生器とを含み、中間デバイスが、第１の表面区域と第２の表面区域とを有し、
インダクタとキャパシタとを含む共振回路であって、インダクタが、第１の表面区域を通
して電力送信機に結合し、第２の表面区域を通して電磁負荷に結合するように構成され、
共振回路が、電力伝送電磁信号のエネルギーを第１の表面区域から第２の表面区域の方に
集中させるように構成される、共振回路と、メッセージを電力送信機と交換するコミュニ
ケータであって、測定電磁信号を生成させるという電力送信機への要求を含む要求メッセ
ージを電力送信機に送信するように構成される、コミュニケータと、測定電磁信号のロー
ディングを示す負荷指標を決定する負荷指標プロセッサと、負荷指標に応じて電磁負荷の
存在を検出する検出器とを含む。
【００７９】
　本発明のこれら及び他の態様、特徴、及び利点は、以下で説明する実施形態から明らか
になり、以下で説明する実施形態を参照して解明される。
【００８０】
　図面を参照して本発明の実施形態を単なる例として説明する。
【図面の簡単な説明】
【００８１】
【図１】ワイヤレス電力伝送システムの図である。
【図２】ワイヤレス電力伝送システムの図である。
【図３】ワイヤレス電力伝送システムの電力経路の図である。
【図４】ワイヤレス電力伝送システムの電力経路のいくつかの電圧波形の図である。
【図５】本発明のいくつかの実施形態によるワイヤレス電力伝送システムの図である。
【図６】本発明のいくつかの実施形態によるワイヤレス電力伝送システムのための電力中
継器の一例の図である。
【図７】本発明のいくつかの実施形態によるワイヤレス電力伝送システムのための電力中
継器の一例の図である。
【図８】本発明のいくつかの実施形態によるワイヤレス電力伝送システムのための中間デ
バイスの一例の図である。
【図９】本発明のいくつかの実施形態によるワイヤレス電力伝送システムのための電力送
信機の一例の図である。
【図１０】本発明のいくつかの実施形態によるワイヤレス電力伝送システムのための電力
送信機の一例の図である。
【図１１】ワイヤレス電力のための中間デバイスの一例の図である。
【発明を実施するための形態】
【００８２】
　以下の説明は、キッチン用途に、特に、鍋などのキッチン機器の加熱要素へのワイヤレ
ス電力伝送に適用可能な本発明の実施形態に焦点を当てる。しかしながら、本発明は、こ
の用途に限定されるのではなく、多くの他の用途及びワイヤレス電力伝送システムに適用
されることが理解されよう。説明は、さらに、Ｑｉワイヤレス電力伝送システムの多くの
態様に適合する実施形態に焦点を当てるが、これは、単に一例であり、説明する原理及び
手法はそのような用途に限定されないことが理解されよう。
【００８３】
　図２は、電力伝送システムの一例を示す。電力伝送システムは、送信機コイル／インダ
クタ２０３を含む（又はそれに結合される）電力送信機２０１を含む。システムは、受信
機コイル／インダクタ２０７を含む（又はそれに結合される）電力受信機２０５をさらに
含む。
【００８４】
　システムは、電力送信機２０１から電力受信機２０５へのワイヤレス誘導電力伝送を行
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う。具体的には、電力送信機２０１は、送信機コイル２０３によって磁束として伝播され
る電力伝送電磁信号（簡単のために、電力信号又は電力伝送信号とも呼ばれる）を生成す
る。電力信号は、一般に、約２０ｋＨｚから２００ｋＨｚの間の周波数を有する。送信機
コイル２０３と受信機コイル２０７とは疎結合され、それにより、受信機コイル２０７は
電力送信機２０１からの電力伝送信号（の少なくとも一部）をピックアップする。したが
って、電力は、送信機コイル２０３から受信機コイル２０７へのワイヤレス誘導結合を介
して、電力送信機２０１から電力受信機２０５に伝送される。電力信号／電力伝送信号又
は電力伝送電磁信号という用語は、送信機コイル２０３と電力受信エンティティとの間の
磁気又は誘導信号（磁束信号）を参照するために使用されるが、同義的に、さらに、送信
機コイル２０３に供給される電気信号への参照として考えられ使用されることが理解され
よう。
【００８５】
　以下において、電力送信機２０１及び電力受信機２０５の動作を、特定のＱｉ仕様を参
照して説明する。特に、電力送信機２０１及び電力受信機２０５は、Ｑｉ仕様バージョン
１．０又は１．１に実質的に準拠する（本明細書で説明する（又は結果として生じる）変
更及び拡張を除いて）。
【００８６】
　電力伝送を制御するために、システムは、様々なフェーズ、特に、選択フェーズ、ピン
グフェーズ、識別及び構成フェーズ、並びに電力伝送フェーズを介して進行する。より多
くの情報が、Ｑｉワイヤレス電力仕様のパート１の５章に見いだされる。
【００８７】
　最初に、電力送信機２０１は、電力受信機の存在の可能性を単にモニタする選択フェー
ズにある。電力送信機２０１は、この目的のため、例えばＱｉワイヤレス電力仕様に記載
されているような様々な方法を使用する。そのような存在の可能性が検出された場合、電
力送信機２０１は、電力信号を一時的に生成するピングフェーズに入る。電力受信機２０
５は、その電子機器をパワーアップするために受信信号を適用する。電力信号を受信した
後、電力受信機２０５は、初期パケットを電力送信機２０１に伝達する。具体的には、電
力送信機と電力受信機との間の結合度を示す信号強度パケットが送信される。より多くの
情報が、Ｑｉワイヤレス電力仕様のパート１の６．３．１章に見いだされる。それにより
、ピングフェーズにおいて、電力受信機２０５が電力送信機２０１の界面に存在するかど
うかが決定される。
【００８８】
　信号強度メッセージを受信すると、電力送信機２０１は識別及び構成フェーズに移る。
このフェーズでは、電力受信機２０５は、出力負荷を切り離したままにし、負荷変調を使
用して電力送信機２０１に伝達する。電力送信機２０１は、この目的のために一定の振幅
、周波数、及び位相の電力信号（負荷変調によって引き起こされる変化を除いて）を供給
する。メッセージは、電力受信機２０５によって要求されたように電力送信機２０１自体
を構成するために電力送信機２０１によって使用される。電力受信機２０５からのメッセ
ージは連続的に伝達されるのではなく、間隔をおいて伝達される。
【００８９】
　識別及び構成フェーズに続いて、システムは、実際の電力伝送が行われる電力伝送フェ
ーズに移る。具体的には、電力受信機２０５は、電力要求を伝達した後、出力負荷を接続
し、それに受信電力を供給する。電力受信機２０５は、出力負荷をモニタし、特定の動作
点の実際の値と所望の値との間の制御誤差を測定する。電力受信機２０５は、そのような
制御誤差を電力送信機２０１に、例えば２５０ｍｓごとの最小速度で伝達して、これらの
誤差並びに電力信号の変更の要望又は変更なしの要望を電力送信機２０１に示す。したが
って、電力伝送フェーズでは、電力受信機２０５は、さらに、情報を電力送信機２０１に
伝達するために負荷変調区間で電力信号の負荷変調を実行する。他の通信手法が代替とし
て又は追加として使用されてもよいことが理解されよう。
【００９０】
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　図３は、具体的には加熱要素（例えば鍋）などの電磁負荷への電力伝送を行うための電
力供給経路の一例を示す。電力設備は、図２を参照して説明したような電力送信機２０１
を含む。電力送信機２０１は、入力交流電圧（例えば、電源（ｍａｉｎｓ））を整流する
ＡＣ／ＤＣコンバータの形態の電源３０１を含む。整流された電源信号は、送信機コイル
を含む共振タンク３０５（同調Ｌ－Ｃ回路）に供給される高周波駆動信号を生成するイン
バータ３０３の形態のＤＣ／ＡＣコンバータに供給される。システムは、加熱鍋の形態の
電磁負荷を含む。電磁負荷は、受信機コイル３０７及び負荷Ｒ＿Ｓｏｌｅ３０９（電磁負
荷のローディング、具体的には加熱要素の渦電流損失を表す）によって表される。
【００９１】
　図４は、図３の電力経路の電圧波形を示す。電源電圧Ｕｍａｉｎｓは、ＡＣ／ＤＣコン
バータ３０３によって電圧Ｕｄｃ＿ａｂｓに整流される。整流された電源電圧をバッファ
するために使用される大容量キャパシタは、これらの種類の用途では通常適用されないが
、その理由は、それがこの用途の全電源高調波歪みを増やすからである。結果として、変
動するＤＣ電圧が、ＡＣ／ＤＣコンバータ３０３によって生成される。
【００９２】
　整流された電圧Ｕｄｃ＿ａｂｓの特性のために、インバータ３０３の出力電圧Ｕａｃ＿
ＨＦは、図４に示すように成形される。インバータの通常動作周波数は約２０ｋＨｚから
１００ｋＨｚである。
【００９３】
　送信機コイルは、受信機コイル３０７及び抵抗Ｒ＿Ｓｏｌｅ３０９とともに、本質的に
、インバータ３０３の負荷である。しかしながら、この負荷の特性（誘導性と抵抗性の両
方）のために、共振回路が、一般に、負荷の誘導性部分をキャンセルするためにインバー
タ３０３とこの負荷との間で使用される。さらに、共振ネットワークは、一般に、インバ
ータ３０３のスイッチング損失の減少をもたらす。
【００９４】
　したがって、この例では、電力送信機２０１は、電力を外部負荷に供給するために電力
を従来の電力受信機に伝送するのではなく、代わりに、電力伝送システムによって生成さ
れた電磁場から直接エネルギーを引き出す電磁負荷に電力を供給する。電磁負荷は、具体
的には、電磁信号が渦電流を生成し、次いで、熱を生成する導電性要素を含むか又は導電
性要素に存する。
【００９５】
　さらに、多くの実施形態では、電磁負荷デバイス又はエンティティは、電力送信機と通
信するための機能、したがって、電力伝送動作を制御するための機能を含まない。実際、
電磁負荷は、単に、関連する電子機器又は機能を有していない加熱プレートなどの導電性
要素である。
【００９６】
　それゆえに、同じ電力送信機２０１が異なるシナリオで使用される。具体的には、電力
送信機２０１は、図２の例の従来の電力受信機２０５で使用されるか、又は電力送信機２
０１と連結するための機能が限定されているか若しくは場合によっては機能がない簡単な
電磁負荷で使用される。
【００９７】
　例示的なシナリオでは、電力送信機２０１は、ブレンダ、フードプロセッサ、やかん、
ポット、鍋などを含む様々なキッチン機器にワイヤレス電力を供給するためにキッチン環
境で使用される。この例では、電力送信機２０１は、複数の機器に電力を同時に供給する
一群の電力送信機の一部であってもよい。電力送信機のあるものは、耐熱材料（セラミッ
ク材料など）から製作された調理ゾーンに設けられる。電力送信機の他のものは、熱耐性
のない材料から製作された準備ゾーン（例えば木製のキッチン調理台など）に設けられる
。したがって、ユーザは、利用可能ないくつかの電源位置を有する状況にあり、ある電源
位置は熱くなる機器に適しており、一方、他の電源位置はこれらの位置には不適切である
。しかしながら、これらの位置が、熱くなる加熱機器に電力を供給するためにも使用され
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るならば、ユーザにとって時には有用である。
【００９８】
　具体的には、電力送信機２０１は、熱耐性のない調理台の直下に配置される（又は熱耐
性のない調理台の一部である）ことがあるが、その結果、調理台は、やかん、ポット、及
び鍋などの加熱機器の加熱には不適切になる。しかしながら、そのような加熱機器、具体
的には、導電性熱要素に渦電流を誘導することによって熱を供給する加熱機器に電力を供
給するためにこの電力送信機を使用することが望ましい。しかしながら、電力効率を最大
にするために、そのような加熱要素は、多くの場合、電力送信機にぴったりと接触する機
器の部分に配置される。具体的には、調理台表面の電力送信機の場合、機器は、加熱要素
が底部にあるように設計される。それゆえに、使用時に、加熱要素も調理台表面に接触す
ることになる（図１に示したように）。これは、一般に熱耐性にされていない調理台に損
傷をもたらす。
【００９９】
　この問題に対処するために、熱障壁を形成する中間デバイス５０１が、図５に示すよう
に、調理台５０３と加熱プレート／電磁負荷５０５との間に導入される。中間デバイス５
０１は、好適な耐熱材料から、例えば好適なセラミック材料などから製作される。中間デ
バイス５０１は、例えば、ユーザが調理台に置くことができるコースター又は三脚台とし
て実装され、次いで、機器（例えば、ポット又は鍋）がユーザによってコースター／三脚
台上に配置される。
【０１００】
　しかしながら、これにより、加熱デバイスに電力を供給するのに、保護されていない電
源位置（電力送信機）が使用できるようになるが、一般に、電力送信機２０１と電磁負荷
２０１との間の距離Ｚも大幅に増加する。それにより、電力送信機コイルと加熱プレート
との間の距離が大幅に増加し、そのため、これらの間の結合が大幅に減少することになる
。
【０１０１】
　これにより、電磁負荷５０５が同じ量の磁束場を捕捉するのを実現するには、電力送信
機コイル３０５により高い電流が必要であることになる。電流が高いほど、インバータ３
０３及び送信機コイル３０５の損失が多くなる。さらに、より高い電流と、電力送信機２
０１と電磁負荷５０５との間の増加した距離とは、より多くの漏れ磁束をもたらす。これ
は、電磁干渉（ＥＭＩ）及び電磁力（ＥＭＦ）に関する問題につながる。例えば、国際電
気標準会議（ＩＥＣ）は、ワイヤレス電力伝送システムで考慮されなければならない放射
及び伝導電磁干渉の国際規格を設定しており、これらの要件は、電力受信機と電力送信機
との間の距離が増加すると満たすことがますます困難になる。
【０１０２】
　そのような問題に対処するために、本発明のいくつかの実施形態による中間デバイス５
０１は、インダクタとキャパシタとを含む共振回路を含む。共振回路は、磁場を電磁負荷
の方に導く電力中継器として効果的に機能する。共振回路は、多くの場合、単一のインダ
クタと単一のキャパシタとによって形成される。しかしながら、実施形態によっては、共
振回路は複数のインダクタ及び／又はキャパシタを含むことが理解されよう。一般に、そ
のような回路は、単一のキャパシタ及びインダクタを含む共振回路と等価である。共振回
路は、例えば抵抗器又は時にはスイッチ要素などの他の構成要素を含むことも理解されよ
う。
【０１０３】
　一般に、回路は、図６に示すもの（概略的に及びインダクタの断面図により、両方で示
している）などの簡単な（等価）並列共振回路を形成する。
【０１０４】
　これらの問題は熱障壁を形成する中間デバイス５０１に特有ではなく、中間デバイス５
０１が熱障壁を備えない場合にも該当することが理解されよう。例えば、中間デバイス５
０１は、調理台５０３と同じ材料（具体的には木材）から製作され、低温加熱用途で（又
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は非加熱用途で）しか使用されないことがある。実際は、いくつかの実施形態では、加熱
要素によって損傷される中間デバイス５０１を使用することが許容されることさえある。
例えば、中間デバイス５０１は調理台５０３と同じ材料から製作されるが、これが、調理
台５０３とは対照的に、低コストで容易に取替え可能であるとき、例えば、過度の加熱に
起因して傷跡をつけられることが許容されることがある。したがって、中間デバイス５０
１の熱障壁の存在又は機能は、多くの実施形態において有利であるが、決して必須ではな
く、多くの実際的な実施形態では避けることができる。
【０１０５】
　図５は、この場合、インダクタＬｒｅｐ（断面で示している）とキャパシタＣｒｅｐと
によって形成された共振回路を含む電力中継器５０７を含む中間デバイス５０１を示す。
【０１０６】
　中間デバイス５０１は、システムが使用中であるとき電力送信機２０１に近接して調理
台５０３に接触する第１の表面区域５０９を有する。したがって、中間デバイス５０１、
具体的には電力中継器／共振回路５０７は、第１の表面区域５０９を通して電力送信機２
０１に結合する。それゆえに、電力送信機２０１は、電力中継器５０７が第１の表面区域
５０９を介して主として結合する第１の電磁信号／電磁場／磁束を生成する。
【０１０７】
　さらに、中間デバイス５０１は、使用時に、電磁負荷５０５に接触するように意図され
た第２の表面区域５１１を含む。具体的には、加熱デバイスの加熱要素が、第２の表面区
域５１１に配置される。
【０１０８】
　ワイヤレス電力は、第２の表面区域５１１を通して主に供給される第２の磁気信号／磁
場／磁束を通して電磁負荷５０５に供給される。したがって、電磁負荷５０５から中間デ
バイス５０１／電力中継器５０７への結合は、主として第２の表面区域５１１を介して行
われる。
【０１０９】
　第２の表面区域５１１は、具体的には、電磁負荷を受け取るように構成されることによ
って電磁負荷５０５に結合するように構成される。第２の表面区域５１１は、電磁負荷５
０５の表面に接触する、付着する、接続する、若しくは載るように構成されるか、又は電
磁負荷５０５が配置される表面区域を提供する。
【０１１０】
　第１の表面区域５０９は、具体的には、電力送信機２０１を受け取るように構成される
ことによって電力送信機２０１に結合するように構成される。第１の表面区域５０９は、
電力送信機２０１の表面に接触する、付着する、接続する、若しくは載るように構成され
るか、又は電力送信機２０１が配置される表面区域を提供する。
【０１１１】
　中間デバイス５０１において、共振回路はインダクタとキャパシタとを含み、インダク
タは、第１の表面区域５０９を通して電力送信機２０１に、及び第２の表面区域５１１を
通して電磁負荷５０５に結合するように構成される。共振回路には、電力伝送電磁信号の
エネルギーを第１の表面区域５０９から第２の表面区域５１１の方に集中させる効果があ
る。具体的には、共振回路には、第２の表面区域を通る電磁束密度を集中させる／増加さ
せる効果がある（共振回路がない状況と比較して）。
【０１１２】
　特定の例では、電力中継器／共振回路、具体的にはインダクタＬｒｅｐに達する磁束の
大部分は、第１の表面区域５０９を介して達する。この磁束は第１の磁気信号に対応する
と考えられる。同様に、電力中継器／共振回路から、具体的にはインダクタＬから電磁負
荷５０５に達する磁束の大部分は、第２の表面区域５１１を介して達する。この磁束は第
２の磁気信号に対応すると考えられる。
【０１１３】
　熱障壁の深さが一般に重要であり、実際には、多くの実施形態において、第２の表面区
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域５１１と第１の表面区域５０９との間の距離は、少なくとも１ｃｍ、２ｃｍ、３ｃｍ、
又はさらに５ｃｍである。そのようなかなり大きい深さは、極めて有効な熱絶縁及び保護
を与える。実際、それにより、一般に、非常に熱い加熱要素を、熱に敏感な調理台から熱
的に切り離すことが可能になる。しかしながら、それに伴う欠点は、電力送信機２０１と
電磁負荷５０５との間の直接結合が大幅に減少し、それにより、電力損失の増加などが引
き起こされることである。記載の手法において、これらの欠点は、熱障壁が電力中継器５
０７を含むことによって緩和される。
【０１１４】
　具体的には、電力中継器５０７は、第２の電磁信号のエネルギーを第２の表面区域５１
１の方に集中させるように構成される。具体的には、電力中継器５０７は、第２の電磁信
号を供給するために第１の電磁信号からの磁束を集中させる磁気レンズとして効果的に働
く。電力中継器５０７は、共振回路が第１の電磁信号から誘導された電流により振動する
ことによって磁場の集中を達成する。効果的に、共振回路は電力送信機２０１と電磁負荷
５０５とに結合し、それによって、電力送信機２０１からの磁束が、電磁負荷５０５に供
給されるとき、集中することになる。この手法は、電力送信機コイルと電磁負荷５０５と
の間に全結合が、電力送信機コイルと電磁負荷５０５との間の総距離によってではなく、
電力送信機コイルと電力中継器５０７との間の距離及び電力中継器５０７と電磁負荷５０
５との間の距離によって決定されることを可能にする。
【０１１５】
　共振回路は、電力送信機によって生成された電力信号の周波数で又はその近くで共振す
ることによって送信機コイルと電磁負荷（加熱要素）との間の距離を効果的に橋絡する。
共振回路の共振周波数ｆｒｅｐｅａｔｅｒは、以下の式を使用して、インダクタＬｒｅｐ
及びキャパシタＣｒｅｐによって決定される。
【数１】

【０１１６】
　共振回路のインダクタンス値Ｌｒｅｐは、電磁負荷又は電力送信機２０１が近くにない
状態で、空気中で測定される。Ｌｒｅｐ及びＣｒｅｐの典型的な値は、それぞれ、２００
μＨ及び２００ｎＦであり、それは、２５ｋＨｚの共振周波数ｆｒｅｐｅａｔｅｒをもた
らす。しかしながら、特定の値は個々の実施形態及び特定の共振周波数に依存することが
理解されよう。
【０１１７】
　共振回路の共振周波数が電力信号の周波数に適切に調整されると、共振電流Ｉｒｅｐが
共振回路に誘導される。この状態の下では、ループ区域の内部の磁力線は、電力送信機２
０１によって生成された磁力線と正確に同相である。結果として、第１の表面の磁力線は
第２の表面の方に導かれる、すなわち、電力送信機２０１からの磁力線は電磁負荷５０５
の方に導かれる。
【０１１８】
　典型的な動作では、電力中継器の共振回路の共振周波数は、例えば、負荷の存在、熱変
動などに起因してシフトする。いくつかの実施形態では、システム、特に電力送信機は、
そのような変化に動的に適応するように構成される。例えば、動作／駆動周波数は、シフ
トされた共振周波数と一致するように適応される（例えば、電力送信機の共振回路の実効
インピーダンスの測定値の極値を見いだすことに基づいて）。
【０１１９】
　図７は、電力中継器／共振回路５０７の実施態様の３次元概観の画像を示す。インダク
タの典型的な直径は１０ｃｍ～２５ｃｍの範囲にある。
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【０１２０】
　したがって、記載の手法は、例えば、電力伝送への影響を低減し緩和しながら電力送信
機２０１と電磁負荷５０５との間の熱絶縁及び保護を行うために熱障壁を使用するための
手段を提供する。具体的には、熱障壁を作り出すのに必要とされる電力送信機２０１と電
磁負荷５０５との間の増加した距離は、熱障壁の体積内の電力中継器によって橋絡される
。
【０１２１】
　この例では、第２の表面区域５１１と第１の表面区域５０９とは、中間デバイス５０１
の反対側の表面にある、すなわち、それらは互いに反対側にある。しかしながら、これは
多くのシナリオでは実際的な実施態様であるが、表面間の幾何学的相互関係は他の実施形
態では異なってもよいことが理解されよう。
【０１２２】
　同様に、第１の表面区域５０９は、この例では、中間デバイス５０１が電力送信機２０
１／調理台に接触する、具体的には載ることができるように構成される。同様に、第２の
表面区域５１１は、具体的には加熱機器である電磁負荷５０５を受け取るように構成され
る。第２の表面区域５１１は、具体的には、電力が供給されるとき電磁負荷５０５が載っ
ているように構成される。さらに、この例では、第２の表面区域５１１及び第１の表面区
域５０９は両方とも使用時に実質的に水平である。しかしながら、他の実施形態では、表
面が、他の特徴を有し、他のやり方で電力送信機２０１及び電磁負荷５０５に結合しても
よいことが理解されよう。
【０１２３】
　このシステムにおいて、中間デバイス５０１は、電力送信機２０１及び電磁負荷５０５
とは別のエンティティである。これは、例えば、中間デバイス５０１が、これらが加熱機
器で使用されるときのキッチン準備ゾーンの電力供給位置に置かれる三脚台の形態の熱障
壁として実施されることを可能にする。
【０１２４】
　中間デバイス５０１は、このように、熱絶縁を行い、加えて、電力送信機２０１と電磁
負荷５０５との間の距離を、電力信号を調理器具に橋絡する共振コイル（電力中継器）で
橋絡する。しかしながら、中間デバイスの（オプションの）熱保護（熱保護を行うことは
必須の機能ではない）と、電力中継器によって達成される電力伝送効率の改善とに加えて
、中間デバイス５０１は、電力伝送の動作及び制御を支援する機能をさらに備える。
【０１２５】
　図８は、本発明のいくつかの実施形態による中間デバイス５０１のいくつかの要素の例
を示す。中間デバイス５０１は、インダクタ８０１（Ｌｒｅｐ）とキャパシタ８０３（Ｃ
ｒｅｐ）とを含む共振回路５０７を含む。説明したように、共振回路５０７は、第２の表
面区域５１１を通る磁束密度を集中させるように、すなわち、電力送信機２０１からの電
磁信号を電磁負荷５０５の方に集中させるように構成される。
【０１２６】
　中間デバイス５０１は、１つ又は複数のメッセージを電力送信機２０１と交換すること
によって電力送信機２０１の電力制御動作を適応させるように構成されるコントローラ８
０５をさらに含む。
【０１２７】
　コントローラ８０５は、メッセージを電力送信機２０１と交換するように構成されたコ
ミュニケータ８０７に結合される。この例では、コミュニケータ８０７は、電力送信機２
０１によって生成された電力伝送電磁信号を負荷変調することによってメッセージを電力
送信機２０１に送信するように構成される。それゆえに、コミュニケータ８０７には、共
振回路に負荷をかけ、特定の例では並列共振回路の共振構成要素と並列に結合される可変
インピーダンス８０９が含まれる。可変インピーダンス８０９はコミュニケータ８０７に
よって制御され、コミュニケータ８０７は、インピーダンスを変化させることによって、
当業者には知られているように電力送信機２０１によって検出される負荷変調変動を生成
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する。
【０１２８】
　この例では、コミュニケータ８０７は、さらに、電力送信機２０１からのメッセージを
受信するように構成される。この例では、電力送信機２０１は、電力伝送電磁信号を変調
することによって、例えば、振幅変調又は周波数変調を適用することによって通信する。
【０１２９】
　中間デバイス５０１は、共振回路の信号の特性を測定するように構成された信号測定器
８１１を含む。例えば、インダクタ電流が測定される。信号測定器８１１は、例えば、瞬
時電流振幅又は周波数を測定し、これらの値をコミュニケータ８０７に供給し、コミュニ
ケータ８０７は、次いで、信号を復調して受信メッセージを生成することに進む。
【０１３０】
　したがって、この例では、電力伝送コントローラ８０５は、メッセージを電力送信機２
０１と交換することによって電力伝送動作の要素を制御するように構成される。そうする
ために制御される電力伝送動作及びそうするために採用されるメッセージは、異なる実施
形態間で異なる。
【０１３１】
　多くの実施形態において、中間デバイス５０１は、電磁負荷５０５が交換することがで
きないメッセージを交換することによって、電力伝送を開始するか又は電力伝送の開始を
サポートするように構成される。例えば、電力送信機２０１は、電力伝送を初期化するた
めに識別及び構成設定メッセージを送信するように構成される。
【０１３２】
　代替として又は追加として、中間デバイス５０１は、電力伝送フェーズの間、電磁負荷
５０５が交換することができない電力伝送フェーズメッセージを交換することによって、
電力伝送をサポートするように構成される。例えば、中間デバイス５０１は、電力伝送フ
ェーズの間、電力制御ループ誤差メッセージを送信するように構成される。
【０１３３】
　実際、いくつかの実施形態において、中間デバイス５０１は、電力送信機２０１によっ
て必要とされる電力伝送制御及びサポートをすべて実行するように構成され、実際、中間
デバイス５０１は、電力送信機２０１が対話する唯一のデバイスである。このように、い
くつかの実施形態では、電磁負荷５０５は、単に、他の機能のない導電性要素などの加熱
要素であり、中間デバイス５０１は、電力伝送動作のために電力送信機２０１によって必
要とされる機能をすべて備えている。実際、中間デバイス５０１は、いくつかのそのよう
な例において、事実上、全部の電力受信機機能を実施すると考えられるが、実際に核とな
る電力抽出は、中間デバイス５０１によって行われるのではなく、代わりに、これが電力
伝送電磁負荷５０５にさらされることにより電磁負荷５０５において直接行われる。
【０１３４】
　以下の説明は、電磁負荷５０５が電力伝送動作をサポートするための機能を含まず、す
べての制御と、電力送信機２０１との対話とが、中間デバイス５０１によって行われる例
に焦点を当てる。しかしながら、他の実施形態では、電磁負荷５０５が、電力伝送をサポ
ートするための機能を少なくとも部分的に含み、具体的には、少なくともいくつかのメッ
セージを送信するための機能を備えてもよいことが理解されよう。
【０１３５】
　中間デバイス５０１が動作を効果的にサポートし制御するために、中間デバイス５０１
は、電磁負荷５０５が確かに存在するか否かを決定する必要がある。例えば、確かに加熱
要素（例えば、鍋）が存在する場合にのみ、電力伝送が実行されるべきである。それゆえ
に、中間デバイス５０１は、それ自体、電磁負荷５０５が存在するか否かを検出すること
ができる機能を備えるべきである。
【０１３６】
　しかしながら、同時に、中間デバイス５０１の複雑さをできるだけ低く保つことが望ま
しく、中間デバイス５０１の動作が、これが外部電源に接続される必要なしに、又はそれ
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がバッテリなどの局所エネルギーストレージを有する必要なしに達成されるならば特に望
ましい。
【０１３７】
　図８の中間デバイス５０１は、電磁負荷５０５の存在を検出することができる機能を含
み、さらに、これは、多くの実施形態において、電力送信機２０１によって供給される電
力以外の他の電力を中間デバイス５０１が必要とすることなしに達成される。
【０１３８】
　図８の中間デバイス５０１において、コミュニケータ８０７は電力送信機２０１に要求
メッセージを送信するように構成され、要求メッセージは、測定電磁信号を生成させると
いう電力送信機２０１への要求を含む（又は形成する）。一般に、この要求メッセージは
、電力伝送動作が進行中でないときに、すなわち、インアクティブ／スタンバイ／スリー
プモード中に生成され電力送信機２０１に送信される。
【０１３９】
　要求メッセージの受信に応じて、電力送信機２０１は測定電磁信号を生成し始める。
【０１４０】
　中間デバイス５０１は、測定電磁信号のローディングを示す負荷指標を決定するように
構成された負荷指標プロセッサ８１３をさらに含む。
【０１４１】
　いくつかの実施形態では、測定電磁信号は、電力伝送電磁信号と同じ特性（すなわち、
周波数／オリジン（ｏｒｉｇｉｎ））などを有するように生成される、すなわち、測定電
磁信号は、事実上、適切な振幅をもつ電力伝送信号である。そのような場合、負荷指標は
、電気信号の特性に応じて生成される。例えば、負荷指標は、例えばインダクタ８０１の
電流の測定値（例えば、信号測定器８１１による）に基づいて生成される。
【０１４２】
　例えば、測定電磁信号が共振の近くで動作する場合、一般に、電流が低いほど、測定電
磁信号のローディングが高くなる（すなわち、測定電磁信号からの電力抽出が高くなる）
という場合がある。
【０１４３】
　負荷が存在しない（すなわち、電力抽出がない）場合、共振回路は負荷によって減衰さ
せられず、それは、電力中継器の共振回路のインダクタにより高い電流をもたらす。負荷
が存在する（すなわち、電力抽出がある）場合、共振回路は減衰させられ、それはインダ
クタに低い電流をもたらす。
【０１４４】
　別の選択肢は、負荷が存在しない間に中継器インダクタの電流が最大になるように測定
信号の周波数を調整することである。次いで負荷が導入されると、これにより、回路共振
が離調され、それにより、電力中継器の共振回路のインダクタの電流が減少することにな
る。
【０１４５】
　したがって、いくつかの場合には、インダクタ電流の減少は、電磁負荷が存在すること
を示す。
【０１４６】
　いくつかの実施形態では、上述の減衰係数及び上述の離調係数は、負荷が電磁場に入っ
たときの電力中継器のインダクタの電流の減少を検出するために組み合わされる。このよ
うに、そのような電流は、負荷指標の減少が電磁負荷の存在を示す負荷指標として使用さ
れる。
【０１４７】
　この場合、したがって、負荷指標は、中間デバイス５０１自体による測定値から決定さ
れる。
【０１４８】
　他の実施形態では、負荷指標は、例えば、電力送信機２０１から受信したメッセージに



(22) JP 6731058 B2 2020.7.29

10

20

30

40

50

応じて生成される。例えば、電力送信機２０１は、送信機共振回路のローディングを示す
パラメータ、例えば送信機コイル電流などを測定し、これを中間デバイス５０１に送信す
る。次いで、コミュニケータ８０７は、この情報を負荷指標プロセッサ８１３に転送し、
負荷指標プロセッサ８１３は、これらの値を使用して、負荷指標を決定することに進む。
他の実施形態では、電力送信機２０１は、負荷値を計算し、これを中間デバイス５０１に
送信し、中間デバイス５０１は、例えば受信した値を直接使用することによって負荷指標
を導き出す。
【０１４９】
　負荷指標プロセッサ８１３は、負荷指標に応じて電磁負荷５０５の存在を検出するよう
に構成された検出器８１５に結合される。例えば、測定電磁信号のローディングが所与の
閾値を超えていることを負荷指標が示す場合、電磁負荷５０５が存在すると見なされ、そ
うでない場合は、存在しないと見なされる。
【０１５０】
　検出器８１５はコントローラ８０５に結合され、コントローラ８０５はその動作を検出
結果に応じて適応させる。具体的には、電磁負荷の存在が検出されているか否かによって
、メッセージ交換の特性が変更されるか又は適応される。例えば、電磁負荷５０５が存在
することを検出器８１５が検出した場合、電力伝送コントローラ８０５は、電力を電磁負
荷５０５に供給するために新しい電力伝送動作の開始を進める。例えば、電力伝送コント
ローラ８０５は、電力伝送要求メッセージを電力送信機２０１に送信するようにコミュニ
ケータ８０７を制御する。
【０１５１】
　図９は、本発明のいくつかの実施形態による電力送信機２０１のいくつかの要素の一例
を示す。
【０１５２】
　電力送信機２０１は、容量性インピーダンス９０３と、電力を電磁負荷５０５にワイヤ
レスで伝送するための電力伝送電磁信号を生成する送信機コイル９０５を含む誘導性イン
ピーダンスとを含む共振回路を含む。したがって、ドライバ９０１は、前に説明したもの
と同じやり方で送信機コイル９０５を含む共振回路のための駆動信号を生成する（例えば
、図２～図５を参照）。
【０１５３】
　加えて、電力送信機２０１は、メッセージを中間デバイス５０１と通信するように構成
されたメッセージコミュニケータ又はトランシーバ９０７を含む。メッセージトランシー
バ９０７は、具体的には、例えば振幅又は周波数変調（インバータ動作を制御することに
よる）を使用して駆動信号を変調することによってメッセージを中間デバイス５０１に送
信するように構成され、電力伝送信号の負荷変調を検出することによって中間デバイス５
０１からのメッセージを受信することができる。例えば、メッセージトランシーバ９０７
は、送信機コイル９０５を通る電流の変動を検出し、これに応じて負荷変調を検出する。
【０１５４】
　メッセージトランシーバ９０７は、受信メッセージを決定し処理するように構成された
メッセージプロセッサ９０９に結合される。特に、メッセージプロセッサ９０９は、測定
電磁信号を生成するように電力送信機２０１に要求する要求メッセージが受信されたとき
を検出するように構成される。具体的には、メッセージプロセッサ９０９は、受信メッセ
ージのデータを評価して、それがそのような要求メッセージのデータに対応しているかど
うかを調べる。
【０１５５】
　電力送信機２０１は電磁信号発生器９０１、９１１をさらに含み、電磁信号発生器９０
１、９１１はメッセージプロセッサ９０９に結合され、電磁信号発生器９０１、９１１は
要求メッセージの検出に応じて測定電磁信号を生成するように構成される。したがって、
メッセージプロセッサ９０９は、測定要求メッセージが受信されたことを検出すると、電
磁信号発生器９０１、９１１に通知し、電磁信号発生器９０１、９１１は、次いで、測定
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電磁信号を生成し始める。この場合、電磁信号発生器９０１、９１１は信号発生器コント
ローラ９１１とインバータ９０１とによって形成され、信号発生器コントローラ９１１は
駆動信号を生成するようにインバータ９０１を制御し、駆動信号は測定電磁信号を生成す
るために共振回路に印加される。
【０１５６】
　したがって、記載のシステムでは、中間デバイス５０１は、電磁負荷５０５が存在する
か否かを検出するように構成され、それに応じて電力制御動作を適応させる。電力制御動
作の適応は、電磁負荷の存在が検出されているか否かに依存するメッセージ交換によって
達成される。しかしながら、検出は、中間デバイス５０１によって生成される信号に基づ
くのではなく、むしろ中間デバイス５０１の制御下で電力送信機２０１によって生成され
た信号に基づく。この手法は、機能の有利な分配をもつ効率的な手法を提供し、具体的に
は、例えば中間デバイス５０１に電力を別個に供給する必要なしに、中間デバイス５０１
が電力伝送動作を制御するのを可能にする。
【０１５７】
　特定の例では、測定電磁信号は、電力伝送電磁信号に対応するように生成される。具体
的には、測定電磁信号は、電力伝送電磁信号（簡単のために、電力伝送信号と呼ぶ）を生
成するためにも使用される送信機コイル９０５を使用して生成される。さらに、測定電磁
信号は、電力伝送信号と同じ周波数帯／区間／範囲に属するように生成される。具体的に
は、電力伝送信号は、一般に５０ｋＨｚ～２００ｋＨｚの範囲内にあり、測定電磁信号も
この範囲内にあるように生成される。実際、多くの実施形態において、測定電磁信号は、
電力伝送信号と区別できないように生成される（場合によっては、より低い電力レベルで
はあるが）。
【０１５８】
　電力伝送信号に対応する測定電磁信号を使用すると、多くの実施形態において、例えば
電力伝送でも使用される回路の再使用を可能にすることを含む様々な利点が提供される。
したがって、この手法は、多くの実施形態において複雑さの低い手法を可能にする。
【０１５９】
　負荷指標を決定するための異なる手法及びパラメータが異なる実施形態では使用される
ことが理解されよう。多くの実施形態において、負荷指標は、電力送信機２０１の共振回
路及び中間デバイス５０１の共振回路のうちの少なくとも１つのインピーダンスを示すよ
うに決定される。これらの共振回路のインピーダンスは、電力送信機２０１によって生成
される電磁場のローディングが変化すると変化する。特に、共振回路のインピーダンスは
、電磁負荷５０５が存在するか否かによって変化する。
【０１６０】
　いくつかの実施形態では、中間デバイス５０１は、測定電磁信号に関連する局所的に決
定された特性に基づいて負荷指標を生成するように構成される。具体的には、負荷指標プ
ロセッサ８１３は、電力伝送電磁信号の特性の測定値に応じて負荷指標を決定するように
構成され、具体的には、負荷指標プロセッサ８１３は、中間デバイス５０１の共振回路の
信号（信号は測定電磁信号のローディングに依存する）の測定値に応じて負荷指標を決定
する。
【０１６１】
　特に、負荷指標プロセッサ８１３は、インダクタ８０１を通る電流、及び／又はインダ
クタ８０１／キャパシタ８０３にわたる電圧を感知する。測定値に基づいて、負荷指標は
、すなわち、これにわたる電圧とそれを通る電流との間の位相として決定されるインダク
タ８０１の実効インピーダンスとして計算される。いくつかの実施形態では、負荷指標は
、例えばインダクタ８０１を通る電流又はインダクタ８０１にわたる電圧の尺度として直
接決定される。負荷指標は、例えば、インダクタ８０１のインピーダンスの抵抗要素を示
し、より高い抵抗（オーミック）値はより低いローディングを反映する。
【０１６２】
　検出器８１５は、続いて、負荷指標と基準値との比較に基づいて電磁負荷５０５が存在



(24) JP 6731058 B2 2020.7.29

10

20

30

40

50

するか否かを決定することに進む。例えば、負荷指標が、基準値と異なる測定電磁信号の
ローディングを示す場合、これは、電磁負荷５０５が存在することを示し、負荷指標が基
準値未満である場合、これは、電磁負荷５０５が存在しないことを示すと考えられる。し
たがって、いくつかの実施形態では、基準値は検出閾値である。
【０１６３】
　電磁負荷が存在することが検出されるのは、ある実施形態では、検出閾値が超えられた
結果であり、他の実施形態では、負荷指標が検出閾値を下回った結果であることが理解さ
れよう。例えば、多くの実施形態では、電力中継器のインダクタ電流は、電磁負荷が存在
しない場合よりも電磁負荷が存在する場合に低くなる。そのようなシナリオでは、インダ
クタ電流を反映する負荷指標が閾値未満である場合、電磁負荷が存在することが検出され
る。
【０１６４】
　いくつかの実施形態では、基準値は、所定の値、例えば、設計又は製造段階中に決定さ
れる値などである。そのような静的な手法は、例えば、検出が実行されているシナリオが
毎回同じであると十分に考えられる用途に適している。例えば、電力送信機２０１は、所
定の電力レベルをもつ測定電磁信号を生成するように構成され、中間デバイス５０１は、
物理的配置が常に実質的に同じであるように電力送信機２０１（送信機コイル９０５）と
電磁負荷５０５（例えば、鍋）の両方に物理的に連結し（例えば、ロックし）、電磁負荷
５０５の特性は十分に静的であると考えられる（例えば、中間デバイス５０１が、常に、
同じタイプの鍋で使用される）。したがって、そのような例では、基準値は一定の値であ
り、それは、例えば、検出器８１５にプログラムされる。
【０１６５】
　しかしながら、多くの実施形態では、基準値は、以前の測定値に基づいて動的に決定さ
れる。具体的には、検出器８１５は、測定電磁信号の特性の以前の測定値、具体的にはイ
ンダクタ８０１のインピーダンス又は電流の測定値などに基づいて、基準値を決定するよ
うに構成される。
【０１６６】
　例えば、負荷指標プロセッサ８１３は、検出を周期的に実行し、それにより、インダク
タのコイル電流などの負荷指標を周期的に決定する。検出器８１５は、平均負荷指標（適
切な時間間隔にわたる）を決定するために負荷指標値を低域フィルタ処理し、この低域フ
ィルタ処理された／平均化された負荷指標値を、検出のための基準値として使用する。し
たがって、インダクタ電流が平均を超えている場合、検出器８１５は、それを、電磁負荷
５０５が存在している指標と見なし、そうでない場合は、それを、電磁負荷５０５が存在
していない指標と見なす。
【０１６７】
　いくつかの実施形態では、基準値は、電磁負荷５０５が存在しない場合の状況を反映す
る可能性がある測定値に応じて選択的に決定される。例えば、インダクタ電流の平均値は
、電磁負荷５０５が存在しないことを検出器８１５が示すインダクタ値のみに応じて決定
される。したがって、いくつかの実施形態では、検出器８１５は、負荷指標と、電磁負荷
５０５が存在しなかった以前の負荷指標との比較に応じて、電磁負荷５０５が存在するか
どうかを検出するように構成される。
【０１６８】
　多くの実施形態において、電磁信号発生器９０１、９１１は、以前に生成された測定電
磁信号に対応する特性を有するように測定電磁信号を生成するように構成される。具体的
には、測定電磁信号は、それが生成されるたびに実質的に同じ特性を有するように生成さ
れる。特に、生成される電磁信号の周波数及び／又は特に電力レベルは、測定電磁信号が
生成されるときは常に同じである。
【０１６９】
　この特性は、いくつかの実施形態において、予め決定されるか、又は、例えば、中間デ
バイス５０１による特定の要求に応じて決定される。
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【０１７０】
　同じ特性を使用すると、より正確な検出が可能になり、特に、現在の値と以前の値の比
較が、外部環境の変化、具体的には電磁負荷５０５が存在するか否かをより正確に反映す
ることができる。
【０１７１】
　いくつかの実施形態では、システムは、測定電磁信号と（予想される）測定信号との間
の関係を確立するように構成される。具体的には、電磁負荷が存在する場合の状況及び電
磁負荷が存在しない場合の状況の少なくとも一方に対して、測定電磁信号の特性の関数と
して負荷指標がどのように変化すると予想されるかを反映する関係が決定される（一般に
、それは、電磁負荷が存在しないときの予想される関係を反映するが、その理由は、これ
が、一般に、予測することがより容易であるからである）。
【０１７２】
　そのような関係が測定電磁信号の特性の一定の範囲に対して確立される場合、基準信号
が一貫した特性を有することは、検出において変動を補償することができるのでさほど重
要ではない。例えば、測定電磁信号の既知の特性と、測定値に基づいて決定された負荷指
標との間の関係が、予想される関係と異なる場合、負荷の存在が検出されたと見なされる
。
【０１７３】
　電磁負荷５０５が存在するか否かの信頼性の高い検出により、中間デバイス５０１が電
力伝送動作を効率的に制御することを可能にする。特に、それにより、中間デバイス５０
１が、電磁負荷５０５が存在することなしにこれを行う危険を冒すことなく電力伝送を開
始することを可能にする。
【０１７４】
　多くの実施形態において、電力伝送コントローラ８０５は、電磁信号の存在の検出に応
じて電力伝送制御メッセージを電力送信機２０１と交換することによって電力伝送フェー
ズを初期化するように構成される。具体的には、電力伝送コントローラ８０５は、電力初
期化要求を電力送信機２０１に送信するようにコミュニケータ８０７を制御する。多くの
実施形態では、電力伝送コントローラ８０５は、続いて、電力伝送の初期化に必要な電力
送信機２０１との対話を実行することによって電力伝送の完全な初期化をサポートするよ
うに構成される。
【０１７５】
　例えば、Ｑｉ準拠システムでは、電力伝送コントローラ８０５は、必要な設定及び構成
メッセージを交換することによって識別及び構成をサポートするように構成される。
【０１７６】
　いくつかの実施形態では、中間デバイス５０１は、中間デバイス５０１を少なくとも部
分的にパワーアップするために、電力送信機２０１によって生成された電磁信号から電力
を抽出するように構成された電力抽出器（図示せず）を含み、コミュニケータは、パワー
アップすることの一部として要求メッセージを電力送信機２０１に送信するように構成さ
れる。
【０１７７】
　したがって、そのような実施形態では、中間デバイス５０１は、例えば、電力送信機２
０１が電磁信号を生成するとき起動し、次いで、測定電磁信号を生成させるという電力送
信機２０１への要求を生成することに進む。例えば、Ｑｉの例では、電力送信機２０１は
、選択フェーズの間、物体が存在するかどうかを検出するために電磁信号を定期的に生成
する。この信号は、中間デバイス５０１によって検出され、電力供給信号を生成するため
に使用され、それにより、これが、測定電磁信号の生成を要求するのに必要とされる機能
に電力を供給することを可能にする。それに応じて、電力送信機２０１は測定電磁信号を
生成し、中間デバイス５０１は、検出プロセスを実行することに進む。この動作に関して
、電力は、測定電磁信号から抽出される。
【０１７８】
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　特定の例として、中間デバイス５０１がＱｉ準拠電力送信機２０１の上に置かれると、
これは、インピーダンス変化の測定によって物体の存在を検出し、それに応じて、それは
スタンバイから起動する。中間デバイス５０１は、必要な回路（電力伝送コントローラ８
０５の少なくとも一部を含む）をパワーアップするために、電力送信機２０１によって生
成された電磁信号の電力（例えば、以前の物体検出信号、又は通信のために供給された通
信キャリア）を使用する。電力伝送コントローラ８０５は、コミュニケータ８０７を制御
して、電磁信号を負荷変調し、それにより、初期メッセージを電力送信機２０１に伝達し
、それによって、それが正当な電力受信機であることを電力送信機２０１に示す。電力伝
送コントローラ８０５は、電力送信機２０１が測定電磁信号を生成し、それによって、電
磁負荷５０５が存在するかどうかの検出を可能にする（これは、さらに、中間デバイス５
０１への電力を供給する）ことを要求する。
【０１７９】
　電力伝送コントローラ８０５が、電磁負荷５０５（例えば、鍋）が中間デバイス５０１
の上に存在するという指標を有していない場合、中間デバイス５０１は、対応するメッセ
ージを伝達することによって電力を必要としないこと、及び／又はメッセージの通信を停
止することを電力送信機２０１に示す。そのような指標を受信したとき、及び／又は中間
デバイス５０１からメッセージを受信していない一定時間の後、電力送信機２０１は、電
磁信号の生成を終了し、物体によって引き起こされるインピーダンス変化をモニタし続け
るスタンバイモードに戻る。
【０１８０】
　しかしながら、中間デバイス５０１の存在は、電力送信機２０１が、電磁負荷５０５が
存在するか否かを信頼性高く検出できないことを意味する可能性がある。中間デバイス５
０１の存在のため、けれども、電力送信機２０１は、物体が潜在的に存在すると考えるこ
とになり、その結果、電力送信機２０１は、そのような物体が確かに電力受信機かどうか
を決定するプロセスを初期化することに進む。
【０１８１】
　物体検出信号に応じて、中間デバイス５０１は、起動し、電力伝送を初期化し始めるた
めに電磁負荷５０５が存在するかどうかを決定しようと努める。しかしながら、物体検出
信号は、これには不十分であることがあり、及び／又は十分長い間存在しないことがある
。それゆえに、中間デバイス５０１は、測定電磁信号の生成を要求することに進み、それ
に基づいて、中間デバイス５０１は、電磁負荷５０５が存在するか否かを決定することが
できる。
【０１８２】
　電磁負荷が存在する場合、中間デバイス５０１は、必要なメッセージを電力送信機２０
１と交換することよって電力伝送を初期化することに進み、それによって、電力伝送を初
期化させる。しかしながら、検出動作が、電磁負荷５０５が存在しないことを示す場合、
中間デバイス５０１は、電力伝送動作を終了することに進む。したがって、この場合、電
力伝送の初期化は終了し、電力送信機２０１、実際には中間デバイス５０１は、スタンバ
イ又はスリープフェーズ（具体的には選択フェーズに対応する）に戻る。
【０１８３】
　いくつかの実施形態では、そのような物体検出信号は、中間デバイス５０１への電力供
給には適していない。例えば、それは、必要な電力を供給するには十分な強さでない。い
くつかのそのようなシナリオでは（又は実際はより広義には）、中間デバイス５０１の電
力供給は、物体検出信号（例えば、Ｑｉシステムの選択フェーズにおいて供給されるもの
）に基づくのではなく、例えば、電力送信機による物体の潜在的な検出に応じて供給され
るより強力な電磁信号から電力を抽出することに基づく。
【０１８４】
　例えば、中間デバイス５０１への電力供給は、Ｑｉの識別及び構成フェーズに適用され
るピング電力信号に基づく。
【０１８５】
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　電力送信機によって生成された物体検出電磁信号が、中間デバイス５０１を起動し中間
デバイス５０１に電力を供給するには十分な強さでない場合でさえ、物体検出電磁信号は
、依然として、中間デバイスの存在に加えて負荷の存在を評価するために電力送信機によ
って使用される。実際、多くの実施形態において、電力送信機は、インピーダンスの変化
を検出し、次のフェーズ、すなわち、Ｑｉのピングフェーズに進む。しかしながら、これ
は、多くの場合、専用の測定電磁信号を使用するよりも正確でない決定であることがあり
、中間デバイスとの容易な相互運用を可能にしないことがある。それゆえに、そのような
手法は、中間デバイス５０１の要求に応じて専用の測定電磁信号の生成と組み合わされる
。
【０１８６】
　上記のように、中間デバイス５０１は、検出器８１５が、電磁負荷５０５が存在するこ
とを負荷指標が示していないと決定したことに応じて、電力伝送動作を終了する。これは
、具体的には、電力伝送初期化の一部としてのものであるが、さらに、電力が電磁負荷５
０５に能動的に供給される電力伝送フェーズ中の検出に応じるものである。例えば、中間
デバイス５０１が、電磁負荷５０５が取り除かれたことを検出した場合、電力伝送は終了
する。
【０１８７】
　いくつかの実施形態では、終了は、電力送信機２０１への特定の電力伝送終了要求メッ
セージの送信によって行われる。電力送信機２０１は、この要求を受信し、それに応じて
、続いて、電力伝送（初期化）を終了し、スタンバイ状態に戻る。
【０１８８】
　他の実施形態では、終了は、中間デバイス５０１が１つ又は複数の電力伝送制御メッセ
ージを抑制することによって行われる。例えば、初期化の間、中間デバイス５０１は、電
力伝送を初期化するために必要とされる初期化メッセージ又は構成メッセージのうちの１
つ、複数、又は一般にすべてを抑制する（送信しない）。中間デバイス５０１は、事実上
、単に単純な外部物体のように作用し、それにより、電力初期化は電力送信機２０１によ
って廃棄されることになる。
【０１８９】
　電力伝送フェーズの間、中間デバイス５０１は、例えば、電力制御ループ誤差メッセー
ジの送信を抑制する。Ｑｉなどのシステムでは、そのようなメッセージは、２５０ｍｓｅ
ｃ以下の間隔で必要とされる。電力制御ループ誤差メッセージが十分に長い時間間隔内に
受信されない場合、電力送信機２０１は電力伝送動作を終了する。
【０１９０】
　多くの実施形態において、中間デバイス５０１は、特に電力伝送フェーズの間、電力制
御メッセージを電力送信機２０１に送信することによって電力伝送電磁信号の電力レベル
を制御するように構成される。したがって、電力伝送信号の電力制御は、具体的には単純
に他の機能をもたない加熱プレートである電磁負荷５０５によってではなく中間デバイス
５０１によって達成される。したがって、そのような実施形態では、電力伝送は、従来の
鍋の加熱要素などの単純な導電性要素で効果的に使用され、中間デバイス５０１が事実上
電力受信機制御機能を備える。
【０１９１】
　それゆえに、確立された電力制御ループは、電力送信機２０１と電磁負荷５０５との間
ではなく電力送信機２０１と中間デバイス５０１との間にある。
【０１９２】
　いくつかの実施形態では、電力制御は、例えば、インダクタ／コイル８０１を通る磁束
の測定に基づいて、すなわち、インダクタ８０１の電流に応じて行われる。電力伝送コン
トローラ８０５は、例えば電流レベルをモニタし、インダクタ８０１を通る電流が所与の
基準値より上であるか下であるかによって電力レベルの増加又は減少を要求する。
【０１９３】
　しかしながら、多くの実施形態において、電力制御は、電磁負荷５０５のための温度制
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御を導入するために使用される。具体的には、中間デバイス５０１は、第２の表面、すな
わち、電磁負荷５０５の近位にある又は一般に電磁負荷５０５に接触する表面の温度指標
を決定するように構成された温度センサ８１７を含む。
【０１９４】
　温度センサは、例えば、第２の表面区域５１１の極めて近くに、又は第２の表面区域５
１１に接触して配置される。したがって、温度センサは、第２の表面区域５１１の温度を
、それにより、例えば電磁負荷５０５の加熱要素の温度を間接的に効果的に測定する。
【０１９５】
　次いで、電力伝送コントローラ８０５は、測定した温度を基準温度と比較することによ
って電力制御ループ誤差メッセージを生成する。測定した温度が基準温度よりも高い場合
、電力伝送コントローラ８０５は電力低下要求メッセージを生成し送信し、測定された温
度が基準温度未満である場合、電力伝送コントローラ８０５は電力増加要求メッセージを
生成し送信する。このようにして、中間デバイス５０１は、電磁負荷５０５の温度、具体
的には鍋などの従来の機器の導電性加熱要素の温度を制御することができる。
【０１９６】
　したがって、いくつかの実施形態では、中間デバイス５０１は、第２の電磁信号のエネ
ルギーレベルを制御するように構成される。具体的には、中間デバイス５０１は、温度測
定情報に基づいて電磁負荷５０５における電磁束／電磁場強度を制御する。
【０１９７】
　特定の例として、電力伝送コントローラ８０５は、鍋が配置されている場所の表面温度
を測定する温度センサ８１７に結合され、温度設定点は、鍋を加熱するのに必要とされる
電力レベルを決定するために使用される。その情報に基づいて、電力伝送コントローラ８
０５は、必要とされる電力レベルに従って制御データを電力送信機２０１に供給する。
【０１９８】
　例えば、複雑さの低い温度制御は、電力伝送コントローラ８０５が、　測定した温度が
温度設定点よりも低い場合電力を必要とし、測定した温度が温度設定点よりも高い場合電
力を必要としないと決定することに基づく。
【０１９９】
　温度設定点（すなわち、基準温度）は、例えば、手動ユーザ入力によって与えられる。
【０２００】
　前の例では、負荷指標は、中間デバイス５０１のパラメータの測定値に基づいて中間デ
バイス５０１によって生成された。しかしながら、いくつかの実施形態では、負荷指標は
、電力送信機２０１から受信したデータに応じて決定される。
【０２０１】
　具体的には、電力送信機２０１は、負荷メッセージを中間デバイス５０１に送信し、こ
れは、測定電磁信号のローディングを反映する負荷データを含む。負荷データは、例えば
、測定電磁信号のローディングに依存する値、例えば、共振回路／送信機コイル９０５の
インピーダンスを反映するパラメータの値などを反映する。具体的には、負荷データは、
送信機コイル９０５又はキャパシタ９０３の電流及び／又は電圧の測定値のデータを含み
、又は、例えば、信号ドライバ（９０１）の入力電力に関する情報を提供する。
【０２０２】
　負荷指標プロセッサ８１３は、これらの値を抽出し、続いて、適切な負荷指標を決定す
る。例えば、負荷指標プロセッサ８１３は、送信機コイル９０５のインピーダンスを計算
する。
【０２０３】
　他の実施形態では、電力送信機２０１が、それ自体、例えばインピーダンスを計算し、
この情報を中間デバイス５０１に送信する。いくつかのそのような場合、中間デバイス５
０１は、情報を抽出し、これを負荷指標として直接使用する。
【０２０４】
　そのような手法は、中間デバイス５０１の複雑さを低減し、多くのシナリオにおいてよ
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り正確な検出を行う。
【０２０５】
　前の例は、電力伝送電磁信号を生成するための共振回路を駆動することによって測定電
磁信号が生成された例に焦点を当てた。実際、生成された測定電磁信号は、電力伝送信号
と同じ特性を有し、同じ周波数などを含む。
【０２０６】
　しかしながら、他の実施形態では、測定電磁信号は、別のコイルを使用し、電力伝送信
号とは異なる特性により生成される。
【０２０７】
　実際、図１０の例において、図８の電力送信機２０１は、測定電磁信号を生成するよう
に構成された別個の測定コイル１００１を含むように変更されている。この例では、測定
コイル１００１は電磁信号発生器１００３に直接結合され、電磁信号発生器１００３は、
ドライバ９０１から完全に分離しており、測定コイル１００１のための駆動信号を生成す
るように直接構成される。電磁信号発生器１００３はメッセージプロセッサ９０９に結合
され、電磁信号発生器１００３は、測定電磁信号の要求を検出すると、測定コイル１００
１のための駆動信号を生成し始め、それによって、測定電磁信号が生成される。
【０２０８】
　測定電磁信号を生成するために別個のコイルを使用すると、これを、検出のために個々
に最適化することができる。特に、測定電磁信号は、電力伝送信号とは異なる周波数帯／
範囲にあるように生成される。多くの実施形態では、測定電磁信号の最小周波数は、電力
伝送信号の最大周波数の少なくとも２倍である。いくつかの実施形態では、測定電磁信号
の最小周波数は、２００ｋＨｚ、５００ｋＨｚ、１ＭＨｚ、又は１０ＭＨｚ以上である。
例えば、１３．５６ＭＨｚの周波数が使用され、それによって、測定電磁信号と電力伝送
信号との間の非常に大きい分離が行われる。
【０２０９】
　いくつかの実施形態では、測定コイル１００１は、具体的には、電力送信機２０１と中
間デバイス５０１との間の通信のために（も）使用される通信コイルである。そのような
実施形態では、中間デバイス５０１は、図１１に示すように、電力中継器のインダクタ８
０１に加えて、電力送信機２０１との通信のための通信コイル１１０１をさらに含む。
【０２１０】
　この例では、電力送信機２０１は、測定コイル１００１（したがって、通信コイルでも
ある）を使用して専用の通信キャリアを生成する。測定コイル１００１は通信コイル１１
０１に結合され、通信が、例えばキャリアの周波数又は振幅変調（電力送信機２０１から
中間デバイス５０１への通信のための）及び負荷変調（中間デバイス５０１から電力送信
機２０１への通信のための）によって行われる。
【０２１１】
　通信キャリアの周波数は、一般に、電力伝送信号とは異なる周波数帯にある。多くの実
施形態において、通信キャリアの最小周波数は、電力伝送信号の最大周波数の少なくとも
２倍である。いくつかの実施形態では、通信キャリアの最小周波数は、２００ｋＨｚ、５
００ｋＨｚ、１ＭＨｚ、又は１０ＭＨｚ以上である。いくつかの実施形態では、１３．５
６ＭＨｚの通信周波数が使用され、それによって、電力伝送と通信信号の非常に大きい分
離が行われ、したがって、相互干渉が減少する。測定電磁信号の生成のために別個の通信
コイルを使用する多くの実施形態では、測定電磁信号は、通信信号の特性に対応するよう
に本質的に生成される。
【０２１２】
　別個の通信コイル及びキャリアが使用される実施形態では、中間デバイス５０１は、い
くつかの実施形態において、少なくとも最初は、通信信号から電力を抽出するように構成
される。例えば、スタンバイフェーズ中のある時点に、電力送信機２０１は、通信キャリ
アを生成するように構成される。中間デバイス５０１が存在する場合、これは、それに応
じて、測定電磁信号の生成への要求を生成する。この要求を送信するのに必要とされる電
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力は、それを中間デバイス５０１が通信キャリアから抽出することによって得られる。要
求の受信に応じて、電力送信機２０１は、次いで、例えば通信キャリア又は電力伝送信号
に対応するように、測定電磁信号を生成する。次いで、中間デバイス５０１は、電磁負荷
５０５が存在するか否かを検出することに進む。中間デバイス５０１は、これを行うため
に測定電磁信号から電力を抽出する。
【０２１３】
　いくつかの実施形態では、中間デバイス５０１はユーザインタフェースをさらに含む。
ユーザインタフェースは、例えば、現在の動作モード、電磁負荷が検出されているかどう
か、電磁負荷の測定された温度、所望の設定点温度などのような情報をユーザに与えるデ
ィスプレイを含む。
【０２１４】
　加えて、ユーザインタフェースは、ユーザ入力部を含み、具体的には、電磁負荷５０５
が存在するか否かを示すためにユーザによって使用されるユーザ入力部を含む。それゆえ
に、ユーザは、電磁負荷５０５が存在するか否かを明確に規定し、この確実さは検出動作
を較正するために使用される。
【０２１５】
　それゆえに、較正器は、電磁負荷５０５が存在するか否かを規定する情報の受信に応じ
て検出動作の較正を初期化する。較正は、例えば、検出基準を較正する。例えば、検出が
負荷指標と基準値の比較に基づく場合、この基準値は、情報に応じて較正される（すなわ
ち、適応される）。例えば、電磁負荷５０５が存在しないことをユーザが示すシナリオと
電磁負荷５０５が存在することをユーザが示すシナリオの両方について負荷指標が決定さ
れる場合、基準値は、２つの値の中間として決定される。
【０２１６】
　他の実施形態では、負荷指標の計算は、提供された情報に基づいて較正される／適応さ
れる。例えば、負荷指標がインダクタ８０１の電流として決定される場合、これは、電磁
負荷が存在しないシナリオに対して測定される。次いで、測定された電流は基準電流とな
り、それは、将来の測定において測定された電流から減じられる。次いで、結果として生
じるオフセット又は差の電流は、電磁負荷が存在しないシナリオからの偏りのよりよい推
定を提供する。
【０２１７】
　前の説明は、電磁負荷が、加熱デバイスであり、具体的には渦電流が電力伝送信号によ
って直接誘導される加熱要素である実施形態に焦点を当てた。多くのそのような実施形態
では、中間デバイス５０１が、加熱要素の潜在的に高い温度から保護する熱障壁を含むこ
とが望ましい。しかしながら、そのような熱障壁は、例えば加熱要素が比較的低い温度に
しか達しない実施形態では必要でないことが理解されよう。
【０２１８】
　例えば、中間デバイス５０１は、いくつかの実施形態では、温度上昇が比較的低い温度
に制限される実験室環境の薬浴の加熱を可能にするように構成される。例えば、中間デバ
イス５０１は、動作中に加熱要素に接触する（又は例えば薬浴に挿入される）温度センサ
を含む。それは、測定された温度が約４０°を超えないように加熱要素に供給される電力
を制限する（例えば、送信電力制御メッセージを送信することによって）ための機能をさ
らに含む。そのような実施形態では、中間デバイス５０１は、一般に、熱障壁を必要とし
ない、又は、実際、熱障壁から利益を得ない。むしろ、中間デバイス５０１は、例えば木
材、プラスチックなどのような好適な日常材料で物理的に形成される／構成される。
【０２１９】
　さらに、記載の手法は、加熱用途に、具体的には、金属要素の渦電流を直接誘導する電
力伝送信号によって加熱が行われる場合に特に適しており有益であるが、この手法はその
ような用途に限定されないことが理解されよう。実際、この手法は、電力がワイヤレスで
伝送される非加熱用途でも使用される。
【０２２０】
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　例えば、単純な金属要素ではなく、電磁負荷が、例えば電気モータに接続された電力受
信コイルによって形成されることがある。例えば、ブレンダは電力受信コイルを含み、電
力受信コイルに誘導された電流が電気モータを直接駆動する。ブレンダは、例えば、電力
送信機と連結するための特定の制御機能を含まない。しかしながら、この機能は、加熱要
素の例について前に説明したように、中間デバイス５０１に導入することによって提供さ
れる。一例として、中間デバイス５０１は、モータの回転速度を示す簡単な電気信号を受
信し、それに応じて、電力伝送信号を制御する電力制御メッセージを生成する。したがっ
て、このようにして、中間デバイス５０１は、ブレンダの動作を制御する。加熱要素につ
いて説明したように、ブレンダの存在を検出する（中間デバイス５０１によって）ための
記載の手法は、そのような実施形態に準用することができることが理解されよう。前の説
明は、電磁負荷が検出されているか否かに基づいて、システムの動作がどのように適応さ
れるかの特定の例に焦点を当てた。具体的には、システムは、検出結果に基づいて電力伝
送動作を開始するか又は実際に終了する。しかしながら、電磁負荷が存在するかどうかを
検出するための記載の手法の多くの他の使用法を想定できることが理解されよう。例えば
、他の実施形態では、システムは、ユーザ出力を生成する、警報を他のデバイスに伝達す
る（例えば、モバイルフォンに通知を送る）、所定のプロセスを開始する、別のデバイス
又は電力伝送動作をオフに切り換える、などを行うように構成される。実際、電磁負荷が
存在するか否かの検出が、本発明を損なうことなく好適なやり方で使用されることが理解
されよう。
【０２２１】
　上述の説明は、明瞭にするために、様々な機能回路、ユニット、及びプロセッサを参照
して本発明の実施形態を説明したことが理解されよう。しかしながら、様々な機能回路、
ユニット、又はプロセッサの間で機能を好適に分配することが本発明を損なうことなく使
用され得ることは明らかであろう。例えば、別個のプロセッサ又はコントローラによって
実行されるように示された機能は、同じプロセッサ又はコントローラによって実行されて
もよい。それゆえに、特定の機能ユニット又は回路への言及は、厳密な論理的又は物理的
な構造又は組織を示すのではなく説明した機能を提供するための好適な手段への言及と単
に見なされるべきである。
【０２２２】
　本発明は、ハードウェア、ソフトウェア、ファームウェア、又はこれらの任意の組合せ
を含む任意の好適な形態で実施される。本発明は、オプションとして、１つ又は複数のデ
ータプロセッサ及び／又はデジタルシグナルプロセッサで動作するコンピュータソフトウ
ェアとして少なくとも部分的に実施される。本発明の一実施形態の要素及び構成要素は、
物理的に、機能的に、及び論理的に任意の好適なやり方で実施される。実際、機能は、単
一のユニットで、複数のユニットで、又は他の機能ユニットの一部として実施される。そ
のため、本発明は、単一のユニットで実施されてもよく、又は物理的に及び機能的に様々
なユニット、回路、及びプロセッサの間で分配されてもよい。
【０２２３】
　本発明をいくつかの実施形態に関連して説明したが、本発明は本明細書に記載した特定
の形態に限定されるものではない。むしろ、本発明の範囲は添付の特許請求の範囲によっ
てのみ限定される。追加として、特徴が特定の実施形態に関連して説明されたように見え
ることがあるが、当業者は、説明した実施形態の様々な特徴が本発明に従って組み合わさ
れ得ることを認識されよう。特許請求の範囲において、含んでいる（ｃｏｍｐｒｉｓｉｎ
ｇ）という用語は、他の要素又はステップの存在を排除しない。
【０２２４】
　その上、別々に列挙されているが、複数の手段、要素、回路、又は方法のステップは、
例えば、単一の回路、ユニット、又はプロセッサによって実施されてもよい。追加として
、個々の特徴が異なる請求項に含まれることがあるが、これらは、場合によっては、有利
に組み合わされ、異なる請求項に含まれていることが、特徴の組合せが実現可能でない及
び／又は有利でないことを意味しない。さらに、ある特徴が請求項の１つのカテゴリに含
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まれることは、このカテゴリへの限定を意味するのではなく、その特徴が、適宜、他の請
求項のカテゴリに等しく適用可能であることを示す。その上、特許請求の範囲における特
徴の順序は、特徴が機能すると考えられるいかなる特定の順序も意味せず、特に、方法請
求項における個々のステップの順序は、ステップがこの順序で実行されなければならない
ことを意味しない。むしろ、ステップは、任意の好適な順序で実行される。加えて、単数
の言及は複数を排除しない。したがって、「１つの（ａ）」、「１つの（ａｎ）」、「第
１の（ｆｉｒｓｔ）」、「第２の（ｓｅｃｏｎｄ）」などへの言及は、複数を排除しない
。特許請求の範囲における参照符号は、明瞭化の例がいかなる意味でも特許請求の範囲の
範囲を限定するものと解釈されるべきでないので、単に提供されているにすぎない。
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